
202５年度
「お客さま第一の業務運営方針」に係る取組状況について

202６年6月

第一生命保険株式会社

本冊子は以下の報告書を兼ねています。

• 消費者志向自主宣言・フォローアップ活動

• 営業員チャネルのコンプライアンス・リスク管理態勢の更なる高度化に向けた「着眼点」に基づく当社取組状況



ご挨拶

平素より、第一生命保険をお引き立ていただき、誠にありがとうございます。

当社は1902年の創業以来、「お客さま第一」を経営の基本理念に据え、生命保険の提供を中心にそれぞれの地域で人々の安心で豊かな暮らしと地域社

会の発展に貢献してきました。2024年度からスタートした中期経営計画においては、社会における存在意義（パーパス）として“共に歩み、未来をひらく

多様な幸せと希望に満ちた世界へ”を掲げ、革新的な商品・サービスの提供やお客さま満足度向上の実現など、お客さまの多様な幸せの実現に貢献するた

めの様々な取組みを進めています。

そして、2026年4月には当社グループとして、社業を生命保険領域にとどまらない「保険サービス業」へと進化させ、一人ひとりに寄り添い「人生（＝

Life）」の可能性をひらく企業へと変革を遂げることで、「グローバルトップティアに伍する保険グループ」へと大きな成長を実現していくことを目指し、持

株会社の商号を変更し、グループブランド名称を「Daiichi Life」といたしました。

創業以来の「変革への挑戦」の精神を発揮し、生命保険の深化はもちろん、その枠のみに留まらず、長い人生を経済的な不安なく、健やかに、心豊かに歩

んでいただくためのお手伝いや、地球環境や地域社会の課題解決に向けた責任ある取組みなどでも貢献をさらに高めていきたいと考えています。

当社では、そうした経営理念やグループブランドの変更に込めた思いを体現するために、具体的な運営方針や取組みとして「お客さま第一の業務運営方

針」を定めるとともに、 全役員・従業員の具体的な行動の指針・よりどころとして「お客さま・社会への誓い（消費者志向自主宣言）」を制定し、日々のあらゆ

る事業活動において実践に努めています。

本冊子は、「お客さま第一の業務運営方針」や「お客さま・社会への誓い」に基づく、当社の商品・サービス・業務プロセスやそれらの改善取組、地域課題解

決に向けた取組みを掲載しています。

これからも、「一生涯のパートナー」としてお客さま一人ひとりと共に歩み、未来をひらく存在として絶えず進化し、

お客さまや社会からの信頼にお応えできる会社であるよう、鋭意努力してまいります。

今後とも変わらぬご支援を賜りますよう、心よりお願い申しあげます。

代表取締役社長
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お客さま一人ひとりの「幸せ」を想い、その人生に寄り添う最良のパートナーとして選ばれ続けるため、私たちが考える「お客さま第一」を本方

針に掲げ、「お客さま第一の業務運営」を推進していきます。

お客さま第一の業務運営方針

お客さまの最善の利益の追求

利益相反の適切な管理

お客さまにふさわしい商品・サービスの提供

従業員等に対する適切な動機付け

原則２ 原則6

原則３ 原則７

私たちは、お客さまの利益が不当に害されることがないよう、利益相反

の防止に関する方針・ルールを定め、そのおそれがある取引について適切

な管理を行います。

私たちは、お客さまとのあらゆる接点を通じて、お客さまニーズの理解に努

めます。また、お客さまがまだ気づかれていない潜在的な価値も含め、あらゆ

る接点を通じてお客さまのwell-beingの実現に資する商品・サービスをい

ち早くご提供し、お客さま満足の向上を図るとともに、長期的な視点にも配慮

した定期的・継続的な情報提供、フォローアップについても、お客さまのご意

向を踏まえて適切に行います。

私たちは、本方針に基づく業務運営の推進に向け、お客さま接点業務を担う従業

員・保険代理店による業務運営の状況を適切に検証・評価するとともに、お客さま

接点業務を担う従業員・保険代理店を支援していくための必要な体制を構築します。

私たちは、お客さまに最良のサービスをお届けします。「一生涯のパートナー」と

して、お客さまの安心に満ちた豊かで健康な人生の実現をお手伝いすることこそ

が使命であり、これに寄与しないサービスの提供はいたしません。

また、最良のパートナーたるために高い専門性と職業倫理を持って誠実かつ公

正に業務に取り組むとともに、お客さまとのあらゆる接点において、お客さまの

最善の利益に適った商品・サービスを目指し、また、その品質を高めていきます。

方針
１

方針
２

方針
４

方針
５

重要な情報の分かりやすい提供
原則4・5

私たちは、お客さまの真のご理解につながるよう、商品・サービス、また、

それらがお客さまの最善の利益に適っているかを確認・検証する態勢等に

関する重要な情報について、その特性を踏まえ分かりやすくご提供します。

方針
３

当社の方針１～５が対応する金融庁「顧客本位の業務運営に関する原則」原則

補充原則1・２

補充原則5

補充原則3・4

3なお、本資料は に基づき策定・公表しています。原則１



「お客さま第一の業務運営方針」に係る定量指標（KPI）と背景となる考え方

＜定量指標（KPI）設定の考え方＞

① お客さま一人ひとり異なる価値観・意向・属性等とそれを踏まえた生涯設計

に基づいて、「一生涯のパートナー」として人生100年時代における幸せの

実現をお手伝いすることが使命と考えています。そのためには、金融知識や

社会保障制度等に関する専門知識を持ち、お客さまの最善の利益を勘案し

て、当社の勧誘方針に沿った誠実かつ公正なコンサルティングを行います。

② 保障コンサルティングにより人生における様々なリスクからお客さまとご家

族の生活と資産を守るとともに、長期投資を原則とした資産形成コンサル

ティングによりお客さまの金融資産を適切に運用し、次世代に承継していく

ことがお客さまの最善の利益につながると考えます。

③ そうしたお客さま第一の活動を通じて、お客さまの声に基づく業務改善の取

組みを推進することで、お客さま満足の向上を図ります。

④ 上記の取組みに加えて、各種サービス・情報の提供を通じてお客さまの

well-being（幸せ）の向上とお客さま満足の向上を図ることで、お客さま

数の拡大と持続的な成長を実現し、更なるお客さまサービスの向上につな

げる好循環を目指します。

「お客さま第一の業務運営方針」に係る2025年度定量指標（KPI）

＜定量指標（KPI）＞

※1 NPSⓇとは、「Net Promoter Score（ネット・プロモーター・スコア）」の略で、「ご家族やご

友人におすすめしたいか」という推奨意向の質問に、0～10点の11段階でご回答いただき

ます。「推奨者割合」（9点・10点をつけた人の割合）から「批判者割合」（0～6点をつけた人

の割合）を差引いた数値で、お客さまのロイヤルティを図る指標のひとつです。なお、NPSⓇ

は、ベイン・アンド・カンパニー、フレッド・ライクヘルド、サトメトリックス・システムズの登録商

標です。

※2 「今後もご契約を継続いただけるか」という継続契約意向の質問および「追加でご契約いた

だけるか」という追加契約意向の質問に、0～10点の11段階でご回答いただき、各質問ご

との平均値により算出される数値で、お客さまのロイヤルティを図る指標のひとつです。

※３ 詳細は当社HPに掲載している『投資信託・外貨建保険の販売会社における比較可能な共通

KPI』参照 4

紹介推奨意向（NPSⓇ）
契約継続意向
追加契約意向※1 ※2

③

苦情件数
③

FP資格保有率
①

お客さま数
④

外貨建保険・投資信託
運用損益別顧客比率※３

②



一生涯のパートナー

「お客さま第一主義」

ブランドメッセージ 私たちを象徴するメッセージ

パーパス 私たちの、社会における存在意義

バリューズ 私たちが大切にする価値観

共に歩み、未来をひらく

多様な幸せと希望に満ちた世界へ

「わたしたちの行動規範」と
「お客さま・社会への誓い（消費者志向自主宣言）」

第一生命の経営理念

いちばん、人を考える

まっすぐに、最良を追求する

まっさきに、変革を実現する
「お客さま第一の業務運営方針」

⚫ Daiichi Lifeグループ「行動規範」の内容はこちら   ⇒

⚫ 「お客さま・社会への誓い」の内容はこちら  ⇒

経営理念を
体現するた
めの判断・
行動のより
どころ

経営理念を
体現するた
めの具体的
な運営方
針・取組

⚫ 「お客さま第一の業務運営方針」の内容はこちら ⇒

事業全般
方針
１ お客さまの最善の利益の追求

⚫ Daiichi Lifeグループでは、目指したい姿を具現化し、グループ一丸となって進む指針とすべく、2024年4月より社会における存在意義（パーパス）と大切

にする価値観（バリューズ）を掲げました。当社においても、グループにおける位置づけや事業特性等を踏まえて経営理念を改定しました。

⚫ 経営理念を体現するため、2021年に「お客さま・社会への誓い」として改正した「消費者志向自主宣言」と、2024年に「お客さまの最善の利益義務」を取り込

んで制定した「Daiichi Lifeグループ行動規範」を、全役員・従業員の「具体的な行動の指針・よりどころ」として日々の業務に努めています。

⚫ お客さまの最善の利益を追求し、経営理念を体現するための具体的な運営方針・取組として「お客さま第一の業務運営方針」を定めています。
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一体感を強化し、「挑戦と変革」に向けた組織風土の醸成および社員の行動変容

を促すため、公式な会議・行事等における発信に加えて、社内報を通じて継続的

に社員へ直接メッセージを発信（2025年度：25回）しています。

事業全般

経営陣と社員全員が同じ目線で忌憚のない意見交換を行うことを目的として、

生涯設計デザイナーⓇを含む全社員を対象に毎年実施しています。

「だいいち 未来トーク～役員と語る」では、各役員やグループ会社トップが事業

の理解深化や新ブランドといった22のテーマについて、各回10人程度の参加

希望社員と意見交換を実施しました。（延べ66回開催）

また、「だいいち 未来トーク～社長と語る」では、各回100人前後の社員が社

長の思いや考えを聞き、Teamsチャットなどを活用して対話する形式で運営し

ています。

＜ 社員の感想 ＞

• 経営層と直接交流でき、非常にいい経験となった

• 他の参加者の前向きな姿勢に刺激を受けた

方針
１ お客さまの最善の利益の追求

経営陣と社員とのコミュニケーション

＜ グループ社内報「CONNECT」 ＞

企業風土の醸成・文化の定着

期始に全社員が一丸となって目指す姿・経営理念の実現に取り組むための心合わ

せの場として、「全社員経営会議」をオンライン開催しています。

また、部門や立場の垣根を越えて、経営層が直接社員に経営課題やその背景につ

いて語り、社員の声に耳を傾ける場として、「タウンホールミーティング」と「だいい

ち 未来トーク～役員と語る」を実施しています。

社長メッセージの発信

タウンホールミーティング

だいいち 未来トーク～社長・役員と語る
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お客さまへのサービス向上を目指し、組織や職位の垣根を越えて、社長を含む

社員が本音で意見交換を行い、Daiichi Lifeグループのさらなる発展につなげ

る風通しの良い組織づくりを推進しています。



お客さま第一の実践を支える使命感・価値観の共有・浸透

代表的な感謝事例の動画 感謝事例の冊子

事業全般

独身で一人暮らしの叔父に新たに

創設された保険契約者代理特約

の案内をしていただいたお陰で、

その後、病で緊急入院が必要と

なった際、指定代理請求特約によ

る給付金請求とともに、保険契約

者代理特約により保険料入金に関

する手続き等を行うことができま

した。今後の保障を維持すること

ができ、大変感謝しています。

（70代男性の甥）

「保険契約者代理特約」への声

私の近況をしっかりと聞いてくだ

さった事で、請求の可能性に気づ

いていただき、手術給付金の請求

ができました。加入後も丁寧なサ

ポートを続けてくださり、本当に

ありがとうございます。

(40代女性）

給付金のお手続きへの声

方針
１ お客さまの最善の利益の追求

感謝事例を共有する取組み

⚫ お客さまからいただいた「感謝の声」の事例をまとめた「CXエピソード

BOOK2025（※）」を生涯設計デザイナー®はじめ全社共有を行っていま

す。お客さまの信頼に繋がる行動について自分ごと化して考え、実践すべ

き取組みの共有・浸透を図っています。

⚫ お客さまに寄り添う気持ちと行動を最も実践した生涯設計デザイナー®を

年度「CX大賞」として表彰しています。CX大賞に選ばれた取組みを映像教

材としても全社共有しています。

⚫ 「CX向上を考える日」やCX浸透教材等で各テーマに関連するお客さまの

声を継続的に共有することで、お客さま第一の業務運営の一層の浸透を

図っています。

～お客さまからいただいた感謝の声・事例～

夫が亡くなった際、自治体が発行す

る広報誌のお悔やみ欄を見た担当の

方よりご連絡をいただきました。日

常生活では保険のことはあまり気に

していなかったこともあり忘れてい

ましたが、あきらめずにご連絡してい

ただき、無事に保険金を受け取るこ

とができました。丁寧に寄り添って

いただき、とても感謝しています。

（70代女性）

死亡保険金の手続きへの声

給付金手続きの後も体調を気づかっ

て訪問いただき本当にありがたかっ

たです。７月の暑さで体が動かず声

も出しづらい中、何度も様子を見てく

ださったおかげで、早く病院に行くこ

とができました。今は落ち着いており、

心から感謝しています。

（80代女性）

一人暮らしの方からの声

7

※ CX・・・Customer Experienceの略、「お客さま体験価値」を表す



お客さま満足向上への取組み

⚫ お客さまの声を大切にし、より良いサービスをご提供するため、自社および外

部の調査会社を通じて「お客さま満足度調査」を実施し、サービス改善活動に

役立てています。

⚫ お客さま満足度調査では、「ご家族やご友人におすすめしたいか」という紹介

推奨意向（NPSⓇ）に加え、「今後もご利用いただけるか（以下契約継続意向）」

や「追加でご利用いただけるか（以下追加契約意向）」を評価項目として設定し

ています。これにより、お客さまの今後のご契約意向をより多面的に把握し、

改善策の検討に活用しています。

⚫ ２０２５年度の自社調査では、紹介推奨意向（NPSⓇ）は前年に比べ、わずかに

低下したものの、過去５年では改善傾向にあります。また契約継続意向は同水

準を維持、追加契約意向は前年よりも改善しています。今後も、お客さま一人

ひとりのご意向に寄り添ったサービスの実現に取り組んでいきます。

-8-

外部の調査会社を通じた調査＜年１回＞

自社調査<通年＞

◆申込や請求など、お手続きのタイミングで随時実施（回答数：約147,000名）
◆お客さまからのコメント等の生涯設計デザイナー®への共有による活動改善

自社調査<年１回＞

◆当社の契約者の中から無作為に選定した調査（回答数：約12,000名）
◆当社のブランド全体に対する総合的な評価を把握

事業全般

◆外部調査会社によるサンプル調査（回答数：約2,000名）
◆同業他社との比較により、当社の強みや改善点を客観的に把握

ブ
ラ
ン
ド
全
体
の
評
価

手
続
き
ご
と
の
評
価

方針
１ お客さまの最善の利益の追求

生涯設計デザイナーⓇ

への改善指導

お客さま対応の
レベルアップへ！

お客さまによる
アンケート回答

アンケートの内容確認

～自社調査＜通年＞イメージ【Ｗｅｂお客さまアンケート】～

お客さまの声を活かした
品質・サービス改善を推進

-26.8

-25.7
-25.4

-24.8

-24.9

-27.0

-26.0

-25.0

-24.0

2021

年度

2022

年度

2023

年度

2024

年度

2025

年度

7.78 7.86 7.83 7.83 7.86

6.94
7.05

6.92 6.87
7.07

6

6.4

6.8

7.2

7.6

8

2021

年度

2022

年度

2023

年度

2024

年度

2025

年度

契約継続意向

追加契約意向

契約継続意向・追加契約意向紹介推奨意向（NPSⓇ）

お客さま満足度調査の概要
～紹介推奨意向（NPSⓇ）・契約継続意向・追加契約意向【ＫＰＩ】～
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お客さまの声の分析・課題抽出と改善策策定

お客さまの声に基づく改善取組の推進

「お客さま第一」の考え方に基づいて、「お客さまの声」をあらゆる接点において幅広く収集し、苦情やご意見はもとより感謝の声等を起点とした弛まぬ改善取組を実

践することで、お客さま体験価値（以下、CX）の向上と業務の品質向上に努めています。

～「お客さまの声」を経営に反映させるための仕組み～

お客さまの声をサービス等の
改善に活かすための取組みや具
体的な改善事例等をホームペー
ジ等で公開し、当社取組の理解・
普及に努めています。

お客さま

の声

苦情

ご意見

・
ご要望

感謝

お客さまの声の集約

支社・営業オフィス

生涯設計デザイ ナー®

代理店

コンタクトセンター

ホームページ

お客さまアンケート調査

外部の調査会社を
通じた調査

自社調査<年１回＞

自社調査<通年＞

本社部門

CX戦略委員会

経営会議

「VOC（※）会議」では改善
を要する課題を決定し、課
題に応じてワーキンググ
ループで改善策を企画・推
進・実施します。

VOC会議

報告・共有

「CX戦略委員会」では、取
組状況のフォローアップを
行うとともに「経営会議」
等に報告し品質向上を推
進しています。

※ VOC・・・Voice of Customerの略で「お客さまの声」を表す

商品・サービスの
開発・改善

外部からの意見・諮問

品質諮問委員会 消費者モニター
消費者団体・

有識者等

社外の消費者関連の有識者等が参画する「品質諮問委
員会」や「消費者モニター制度」等を活用し、消費者の立
場からいただいたご意見を業務運営に反映しています。

『「お客さま第一の業務運営方

針」に係る取組状況について』
の公表

分析結果・改善策の共有

事業全般
方針
１ お客さまの最善の利益の追求
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事業全般
方針
１ お客さまの最善の利益の追求

お客さまの声に係る取組状況 ～苦情件数【KPI】～

⚫ 2025年度に寄せられた「お客さまの声（苦情）」は27,473件となり、前年度

から微増しました。

⚫ 発生件数の多い「契約後の手続きに関するもの」「保険金・給付金の支払いに

関するもの」「保険契約への加入に関するもの」に関する苦情は前年に比べて

改善しています。一方で、Ｐ３０にて後述する本社担当者が非対面でお客さま

フォローを行う「カスタマーサクセス」の取組み拡大等を通じて、お客さまの潜

在的なご不満を把握し、サービスに活かす取組みの増加が要因となりました。

⚫ 今後も、お客さまに必要なタイミングで、わかりやすく適切なご案内をお届け

できるよう、サービス体制の見直しと改善に取り組んでまいります。

⚫ お客さまの声（苦情）の代表的な申出内容は以下のとおりです。

契約後の手続きに関するもの

個人年金のお受け取り開始時など、大切なご契約の節目において必要なご案

内が行き届いていないことに対するお申出

保険金・給付金の支払いに関するもの

総合医療一時金保険の入院給付金・手術給付金に関する支払条件に関する説

明不足に対するお申出

その他

生涯設計デザイナー®によるフォローが十分でないお客さまに対し、本社担当

者が連絡した際に寄せられたフォロー不足に関するお申出

10

＜お客さまの声（苦情）内訳＞

＜苦情件数の年度推移＞

33,025 

28,120 

30,066 

32,760 

26,746 26,798 
27,473

20,000

24,000

28,000

32,000

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

（件）

19.2%

14.5%

9.4%

3.8%

53.0%

契約後の手続きに
関するもの

保険金・給付金の
支払いに関するもの

その他

保険契約への加入
に関するもの

保険料の払込み
に関するもの

お客さまの声
（苦情）

27,473件



2025年度お客さまの声に基づく改善取組事例 2025年度のお客さまの声に基づく改善取組みは、44事例でした。

従業員のために加入する「３大疾病サポート保険（団体型）」

について、がん罹患経験のある従業員も加入できるように

してほしい。

支払事由・告知事項の改定を行い、過去に診断され

た「がん」と因果関係のない「がん」をお支払の対象とす

ることで、がんに罹患した経験のある従業員さまも

申し込みいただけるようにしました。

改善内容

事例１ がんを経験した従業員さまの加入条件などの見直し

企業のご担当者

住宅購入をスムーズに進めるため、団信の審査結果を

もっと早く知りたい。

マイホームを購入するお客さま、住宅を販売する不動産会社、ローンを

提供する金融機関それぞれの「早く知りたい」に応えるため、団体信用

生命保険の申込・告知手続きを極力シンプルにし、申込後は最短でその

場で団信の審査結果を確認できるようにしました。

お客さま

事業全般

高齢者には第一生命アプリの設定が難しい。

入力項目も多いため、登録方法がわかりにくい。

事例３ 第一生命アプリなどの利用登録方法の動画を提供

お客さま

改善内容

方針
１ お客さまの最善の利益の追求

11

事例２ 団体信用生命保険の審査結果をスムーズに

第一生命アプリ・ご契約者専用サイトの利用登録方法動画イメージ

３大疾病サポートチラシ

改善内容

ご高齢のお客さまにもスムーズにご登録いただけるよう、第一生命ア

プリ・ご契約者専用サイトの利用登録方法をわかりやすく解説した説明

動画を提供しました。

(登)C26P0046(2026.6.10)

詳しくは「ご契約のしおり‒約款」を必ずお読みください。



事業全般
方針
１ お客さまの最善の利益の追求

チャレンジアワード表彰式

ある出来事をきっかけに、担当職域である団体様における遺族対応の在り方

に課題があることを把握しました。関係部門と連携し、社内向けグリーフケア資

料（※）を社外向けに再構成し、カウンセラー資格をもつ生涯設計デザイナー®が

講師となり当社初の社外向けグリーフケアセミナーを開催しました。

担当職域である団体様には、取組みについて高く評価いただき、遺族対応マ

ニュアル作成にも協力し、当該団体の全国拠点にも展開いただきました。取組み

を通じて感謝の声を数多くいただきました。

※グリーフケアとは、大切な人を亡くした時の深い悲しみから立ち直れるように、寄り添い

支援すること

➢ 国内グループ会社の全社員が対象

※内勤職員や生涯設計デザイ ナー® 、グループ各社のプロパー社員等が対象

➢ 本業・本業以外を問わず、社員の“等身大”の挑戦を募集

「一生涯のパートナー」としてDaiichi Lifeグループが持続的に成長していく

ために、「社員の『変革・挑戦』の後押し」および「挑戦する社員のすそ野拡大」に

向けて、「ブランドまたは企業価値向上につながっている」「挑戦のプロセスが社

員の参考になる」取組みを表彰するチャレンジアワード表彰式を2025年度か

ら実施しています。

～代表事例～

グループの
持続的成長

称え合う・学び合う

変革と挑戦の活性化

12



事業全般

2025年度

テーマ

消費者志向自主宣言の振返公表資料のさらなる充実に
向けて

2025年度「お客さま満足度調査」
（他社比較NPS調査）の分析結果

生涯設計レポートのハガキ化・デジタル化について

2025年度
テーマ

商品パンフレット・保障設計書の改訂

CX大賞投票

生涯設計レポートのハガキ化

ご契約のしおりの改訂

＜主なご意見・ご要望＞

消費者問題の専門家や弁護士から、お客さま満足向上のための取組みにつ

いてご意見をいただいています。2025年度は

2回開催し、下記のテーマについてご意見を

いただき、お客さまや消費者の視点に立った

業務運営の推進に活かしています。

消費者関連の有識者や消費生活センターの相談員の方々から、商品や

サービス、お客さま向け文書のわかりやすさ

などについてご意見をいただいています。

2025年度は6回開催し、下記のテーマに

ついてご意見をいただき、品質の向上や改

善に活かしています。

• 引き続き丁寧な説明を心がけていただきたい。

• 年1回の定期訪問が高齢のお客さまの見守り活動の一助となっているので

継続してお願いしたい。

• ライフサイクルゲームの有用性を感じている。さらに活動推進してほしい。

毎年全国の消費生活センターに訪問し、生命保険に関する相談状況や

ご意見・ご要望を伺い、業務運営に活かしています。

＜主なご意見＞

• 文字量が多くデータやグラフが少ないため、文章を読まなければわからな

いので、レイアウトやタイトルなど、見せ方の工夫をするとさらによいと思う。

• ライフプランシミュレーション説明が有効とされてきたが、すべてのお客さ

まが望んでいるとは限らないので、お客さまのご意向に沿った柔軟な対応

も必要である。

• デジタル化が当たり前になる時代背景を踏まえ、移行は前倒しでもよいが、

ハガキは文字サイズ拡大や情報取捨選択で見やすさ向上を目指してほしい。

方針
１ お客さまの最善の利益の追求

消費者関連組織などのご意見を経営に活かす取組み

品質諮問委員会 消費者モニター制度

消費生活センター訪問
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社員一人ひとりが消費者の視点に立ち、お客さまのニーズを理解し、寄り添っ

た対応ができるよう、お客様対応専門員（CAP）資格およびその上位資格であ

る消費生活アドバイザーの資格取得を推進しています。

事業全般

登録者数
（※）

消費生活アドバイザー 5１８名（第3位）

お客様対応専門員（CAP） 5５８名（第1位）

※ （一財）日本産業協会 企業での登録者数・順位（202６年4月1日現在）

方針
１ お客さまの最善の利益の追求

「わかりやすく、使いやすい」体験設計消費者志向人財の育成

「UXガイドライン(お客さま向け制作物・デジタル体験設計ガイドライン）」

有資格者で構成された「社内消費生活アドバイザー意見付け制度」にて、お客

さま向け資料や商品・サービスについて「お客さま・消費者」と「社内」の両方の

視点から、お客さまに伝わりやすいか、使いやすいかなど建設的な意見付けを

行っています。

＜社内消費生活アドバイザー意見付け制度の参加者の感想＞

• 消費生活アドバイザーの資格を活かすことができ、良い経験になった。

• より一層その先にいらっしゃるお客さまを意識するきっかけとなった。

• 他の参加者の意見を確認することで貴重な学びの場ともなった。

第一生命が提供するすべてのデジタル接点および紙媒体において、お客さ

まにとって「わかりやすく、使いやすい」体験を一貫して届けるため、作成のポ

イントや注意点をまとめたガイドを社員向けに提供し、すべてのお客さまに

とってわかりやすいものとなるよう努めています。
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消費生活アドバイザー・CAPの資格取得推進

社内の消費生活アドバイザー資格保有者の活用



方針
１ お客さまの最善の利益の追求

プロダクトガバナンス態勢

プロダクトガバナンスとは、金融機関がお客さまの最善の利益の実現に向けて商品・

サービスの提供を行うため、組成・販売・管理等に至る「金融商品のライフサイクル全体」

において適切な品質管理体制を整え、検証・モニタリング等を行う取組みです。

第一生命では、各プロダクトごとに設置した「商品開発管理委員会」にて一元管理する

体制を整備してプロダクトガバナンスを推進しています。

⚫ 商品組成時には、想定されるお客さま像（年齢やニーズなど）を特定し商品性を検

証しています。組成時に想定したお客さま像については、販売前の社内研修や教材

提供を通じて、生涯設計デザイナー®等に教育しています。

⚫ 販売開始後は、「商品フォローアップＷＧ（※）」（社内横断会議）で、想定どおりの販

売がなされているかやお客さまにとって「リスク・リターン・コスト」のバランスが適

切かを検証するとともに、苦情も含めたお客さまからの声をフォローしています。

⚫ また、お客さまにより良い商品を選択していただくように、例えば運用実績に応じ

て解約返還金等が変動する商品は、パンフレットなどで運用体制やガバナンス等に

関する情報を分かりやすく提供しています。

⚫ プロダクトガバナンスの社内管理体制は右図のとおりです。2025年度より、プロ

ダクトガバナンスに焦点をあてた「販売想定お客さまフォロー分科会（※）」を設置し、

よりきめ細やかな検証体制としました。この分科会で、金融庁が公表している「プロ

ダクトガバナンスに関する補充原則」への対応状況も定期的にフォローしています。

個人保険商品

商品開発管理委員会
各種ＷＧ・分科会

第一フロンティア生命保険
商品選定専門委員会

投資信託商品選定専門委員会

取締役会・経営会議

団体保障商品開発管理委員会

団体年金商品・サービス
開発管理委員会

＜プロダクトガバナンスの体制＞
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保障性商品

資産形成商品

外貨建保険

※ 商品開発管理委員会傘下のWG（ワーキンググループ）・分科会



Daiichi Lifeグループ・提携商品

方針
１ お客さまの最善の利益の追求

⚫ 第一フロンティア生命の商品選定にあたって、商品のリスク・リターンの検

証結果や想定するお客さまに関する情報等を組成会社である第一フロン

ティア生命より収集・把握し、以下の観点も踏まえ、選定しています。

⚫ 販売前には、募集における留意事項を確認し、検討した対応策等を「第一

フロンティア生命商品選定専門委員会」に報告し審議しています。

⚫ 販売開始後は、第一フロンティア生命商品フォローアップWGで、「想定す

るお客さまとの合致」、「苦情発生状況」、「目標到達に伴う、お客さまのご

意向に反する乗換契約のモニタリング」等の観点でフォローアップを実施

し、商品の組成会社と情報連携のうえ商品の販売停止要否等を検討して

います。
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- 組成会社での商品開発時の調査・分析等によって把握したお客さま

ニーズと当社のお客さまニーズの合致

- お客さまの「リスク許容度」や「投資経験・知識」等

- 商品性に応じた適切なコンサルティングの実施

⚫ とりわけ、目標到達に伴う、お客さまのご意向に反する乗換契約の防止に

向け、ターゲット型保険においては、２０２５年２月よりお客さまあてに目標

値接近情報の通知が開始されたことに伴い、２０２５年９月より担当の生涯

設計デザイナー®へ目標値接近情報配信を開始しました。

⚫ こうした仕組みにより、お客さまご自身や、生涯設計デザイナー®からのご

案内により、目標設定状況の確認や必要に応じて目標値の見直しを検討い

ただく契機としています。

保障性商品

資産形成商品

外貨建保険



方針
１ お客さまの最善の利益の追求

企業保険（団体年金・団体保険）

⚫ 企業・団体を主たる契約者とする企業保険は、ＢtoBtoC（※）形態で従業員の

方など個人のお客さまに商品価値をご提供しています。企業・団体の特性（規

模・構成員属性・事業内容等）は多種多様であるため、企業保険の特性に応じて

商品や事業カテゴリーごとに個人保険とは異なるアプローチでプロダクトガバ

ナンスを推進しています。

※Business ｔｏ Business ｔｏ Ｃonsumer ：企業が別の企業（パートナー）を経由

して最終消費者に商品・サービスを提供するモデル

⚫ 団体年金では、代表的企業年金制度である「確定給付企業年金」向けに提供して

いる25種類の商品を、商品組成時に「利率保証・元本確保」・「国内外債券／株

式」・「マルチアセット」・「オルタナティブ」等のカテゴリーに分類し、各々の商品特

性を踏まえたうえで、ご提案するお客さま（企業・団体）を想定し、それに基づい

て販売スタンスを設定しています。

⚫ また、団体年金では資産運用を外部委託している商品もあり、組成後の対応とし

て、外部委託先の運用会社に報告を求め、定量・定性面から評価・検証を行って

います。

⚫ 団体保険では、商品カテゴリーを加入形態（全員加入または任意加入）や保障内

容（死亡または生前給付）によって設定しています。更に、昨今、生前給付型商品

へのニーズや中小法人での福利厚生制度充実の機運の高まり、会員制団体への

商品提供の模索を通じて、よりプロアクティブなプロダクトガバナンスへの取り

組みを試行しています。

従業員の方など

第一生命

外部委託先

企業・団体など

福利厚生制度等

商品提供

＜企業保険の仕組み （一般的な形態）＞

運用・事務など
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企業保険



利益相反の可能性の正確な把握と適切な管理・対応

利益相反の適切な管理
方針
2

⚫ 当社では、「利益相反管理方針」等の方針・規程を制定するとともに、利益

相反管理統括所管および利益相反管理統括者を定め、業務担当所管等か

ら独立した立場で利益相反取引を一元的に管理しています。また、定期的

に管理態勢を検証し、必要に応じて見直しを行っています。

⚫ 事業特性等を踏まえた具体的な管理対象取引については、「第一生命の管

理対象取引一覧」として、業務担当所管およびその管理方法を定めて適切

な管理・対応を図っております。

⚫ これまで、保険契約取引における利益相反のおそれがある類型としてきた、

投融資先等との保険契約取引に加え、保険募集代理店を通じた保険契約取

引を管理対象とする等の見直しを行い、管理態勢にかかるPDCAを推進し

ています。

⚫ お客さまの分かりやすさ向上の観点から、当社ホームページに「利益相反

管理方針」を掲載しています。

（1）当社等の利益を不当に優先させることにより、お客さまの利益を不当に害する

可能性がある場合

（2）他のお客さまの利益を不当に優先させることにより、お客さまの利益を不当に

害する可能性がある場合

（3）お客さまの取引情報を当社等が不当に利用して利益を得る可能性がある場合

（4）その他お客さまの利益を不当に害するおそれがある場合

利益相反のおそれがある対象取引の類型

対象取引の管理方法

以下に掲げる方法により管理を行います。なお、これらに限ることなく、個別具

体的な事情も勘案し、適切な管理を行います。

（1）対象取引に関わる会社・部署の間で情報の遮断を行う方法

（2）対象取引の公正性を確認の上、取引条件または方法を変更する方法

（3）対象取引を中止する方法

（4）対象取引に伴い、お客さまの利益が不当に害されるおそれがあることにつ

いて、当該お客さまに開示する方法

「利益相反管理方針」等の概要はこちら⇒

事業全般

18



利益相反の適切な管理
方針
2

事業全般

過度の便宜供与防止に向けた対応

⚫ 社会通念に照らして不相当な取引等（「保険料の割引・割戻し」や「特別の利益の提

供」）の発生防止に向け、コンプライアンスマニュアルに「接待・贈答等に関するガイド

ライン」を定め、従業員に対しルールを周知しています。

⚫ 「保険代理店等に対する便宜供与に関する基準書」を制定し、過度の便宜供与防止を

図っています。また、コンプライアンス部門によるモニタリングや代理店検査で実効性

を確保しています。

⚫ 一般社団法人生命保険協会「代理店業務品質評価運営」認定状況や、新たに高度化項

目を追加した「募集代理店共通自主点検表」の評価を反映し、業務品質の高い代理店

への手数料率評価を高める手数料体系としています。

機関投資家としての責任投資（スチュワードシップ活動）

⚫ 利益相反管理統括所管担当執行役員が責任投資委員会に参画し、議決権行使基準・重

要議案の議決権行使判断等について利益相反の観点から確認を実施しています。

⚫ 社外委員過半数の構成で責任投資委員会を開催しています。保有金額が大きい企業や

社会的に注目度が高い企業など特に重要な議決権行使について審議しています。

⚫ 保有する国内上場企業全ての議案の議決権行使を実施し、個別の投資先企業・議案毎

の議決権行使結果（賛否理由を含む）について四半期毎に開示を実施しています。

責任投資委員会

重要議案の議決権行使等審議

利益相反確認

結果開示（四半期ごと）
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重要な情報の分かりやすい提供

「生涯設計レポート」の年1回発信

⚫ 毎年、ご加入の契約内容や各種サービス等をお知らせするため、「生涯設計レ

ポート」を発信しています。

⚫ 「ご契約者専用サイト」にご登録のお客さまは、郵送での連絡に代えて、WEB

通知（【WEB版】生涯設計レポート）をご利用いただくことでインターネット上

で確認いただけます。

⚫ また、目の不自由な方への配慮として、「音声コード（Uni-Voice）」を印字し

本通知の同封物やお問い合わせ先をご案内しています。音声コード対応の携

帯電話やスマートフォン等で音声をお聞きいただけます。

⚫ 「生涯設計レポート」の到着に合わせて、お客さまのご意向に沿った方法で

“安心の定期点検®”を実施しています。“安心の定期点検®”では、以下の3つ

の点検をご案内しています。

⚫ 人生100年時代の到来により長期化するセカンドライフをより豊かなものに

するため、シニア層のお客さまを対象にお役に立つ情報提供や、ご加入いた

だいている保険のコンサルティングを行う『セカンドライフコンサルティング』

を実施しています。

点検①： 契約内容の確認

点検②： 保険金・給付金等の支払内容の確認

点検③： 登録内容の確認

事業全般

⚫ お客さま一人ひとりにあわせたアフターフォローを実現するため、2025年

度よりお客さまの連絡がつきやすい曜日・時間帯、連絡頻度などをヒアリング

する「ご意向収集活動」を実施しています。2025年度3月時点で約1７０万件

のご回答をいただいています。

⚫ 有事の際においてもお客さまおよび契約関係者とすみやかにご連絡がとれ

るよう、携帯電話番号やメールアドレス等の連絡先の登録・最新化を図ってい

ます。

「生涯設計レポート」

契約内容、保険金・給付金のお支払履歴、制度・特約
の加入状況、契約者貸付のご利用状況等を掲載

連絡先の登録・最新化とお客さまご意向の収集

方針
3

ご契約に関する定期的・継続的な情報提供
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ご高齢のお客さまへの丁寧な対応

⚫ ご高齢のお客さま（70歳以上）が第一生命および第一フロンティア生命の

商品にご加入される際には、商品内容に対する理解の促進と保険金・給付

金請求時のスムーズな手続きの観点から、ご家族（原則、子・孫）の同席を必

須とするルールとしています。また、２０２６年４月には、子・孫の同席ができ

ない等のご事情がある場合、お客さま保護の観点で募集時の会話を録音さ

せていただく取り扱いも開始しています。

⚫ 苦情未然防止に向けて、2024年9月以降、以下の態勢強化を図っています。

事業全般

ご加入後、お客さまから照会等が多く、不利益となる可能性がある事項をまとめ

た留意事項説明動画を、お申込手続き前に視聴いただくことを必須としています。

ご加入時に家族同席や、保険契約者代理

特約等を必ず付加いただく趣旨を、ご高齢

のお客さまやそのご家族に理解していただ

くために、リーフレットを作成してご案内し

ています。

重要な情報の分かりやすい提供
方針
3

ご高齢のお客さまへの募集時のルール
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① 保険契約者代理特約、指定代理請求特約、契約内容ご案内制度の付

加必須（制度・特約の内容は次頁参照）

② 保険契約者代理人（原則、子・孫）の同席必須

（認知症保険の場合は指定代理請求人の同席も必須）

③ 過去にお客さまから照会等が多く、不利益となる可能性がある事項

をまとめた留意事項説明動画の視聴必須

④ 契約者が70歳以上の場合には、上記①～③に加え、定期的に

契約関係者あて加入状況のお知らせ通知を郵送
契約者が70歳以上の場合、契約関係者あてにお客さまのご加入内容とあわせ

て、契約関係者の登録情報に変更がないか等を確認いただく通知を発信してい

ます。

ご家族同席依頼リーフレット （①②）

留意事項説明動画の視聴必須 （③）

契約関係者あて通知（70歳以上の場合） （④）



⚫ ご高齢のお客さまに安心してご契約を継続いただくため、ご家族との関係

強化を図る下表の制度・特約の案内を行っています。

⚫ 「契約内容ご案内制度」が付加された契約にご加入のご高齢のお客さまが、

出金を伴うお手続きをされた場合にご本人とともに契約関係者へ手続き

完了通知を送付しています。また、契約関係者へお客さまの加入状況に関

する通知を定期的に発信しています。

※いずれの通知も所定の条件を満たした場合に送付しています。

契約内容ご案内制度

お客さまご本人に代わり、ご家族が契約内容や

契約維持に必要な情報を照会・確認可能です。

保険契約者代理特約

（※１）

契約者が意思表示できない等の特別な事情があ

る場合、予め指定した代理人により定められた範

囲でお手続きが可能です。

指定代理請求特約

（※１）

被保険者が意思表示できない等の特別な事情が

ある場合、予め指定した代理人により、保険金・

給付金の請求が可能です。

事業全般

重要な情報の分かりやすい提供
方針
3

70歳以上のお客さまが投資信託の口座を開設される際、および投資信託を

購入される際には、複数回の面談機会を設けるとともに、ご家族の同席を必須

とするルールとしています。

75歳以上かつ投資信託を保有しているお客さまを対象に、販売担当者が運

用状況等を説明するアフターフォローを2025年7月より新たに開始しました。

また、アフターフォローを通じて認知機能等に懸念がある場合には、ご家族と連

携してその後のお取引を適切に案内・管理しています。

取引継続時の対応

口座開設・購入時の対応

ご家族による代理手続き等を可能にする諸制度 投資信託にご加入のご高齢のお客さまへの対応

22＜契約関係者あて加入状況通知（イメージ）＞

(登)C26P0046(2026.6.10)

※１ この資料は2026年6月時点の商品（特約）の概要を説明したものであり、契約にか

かるすべての事項を記載したものではありません。検討にあたっては「保障設計書

（契約概要）」など所定の資料を必ずお読みください。また、契約の際には「重要事項

説明書（注意喚起情報）」「ご契約のしおり」「約款」を必ずお読みください。加入中の

契約に特約を中途付加の際には「保険契約者代理特約しおり および 特約条項」「指

定代理請求特約しおり および 特約条項」を必ずお読みください。



重要な情報の分かりやすい提供
方針
3

契約者貸付制度
案内リーフレット

７０歳以上のお客さまからのお申出に丁寧に応対することができるよう、「シ

ニア専用フリーダイヤル」を設置しています。

耳の聞こえないお客さまや聞こえにくいお客さま、発話が困難なお客さま向

けに、ビデオ通話を使って通訳オペレーターと手話または筆談でお話しいただ

ける「第一生命手話リレーサービス」を実施しています。

2024年3月「保険契約者代理特約」創設を機に、「認

知症バリアフリー宣言」を公表しました。

認知症等のため判断能力が低下した場合でも、お客さ

まとご家族が安心して暮らし続けることができるよう、

活動に取り組んでいます。

お客さまから寄せられた具体的な「ご不満の

声」を掲載した「お客さまへのお約束」リーフ

レットをご提示することで、デメリット情報をよ

り分かりやすくご説明し、ご納得の上でご契約

いただけるよう努めています。

「お客さまへのお約束」リーフレット

第一生命手話リレーサービス

シニア専用フリーダイヤル

契約者貸付や保険料立替制度の利用者への案内充実 ご高齢の方や障がいのあるお客さまとの電話応対

苦情事例に基づくデメリット情報のご説明

認知症バリアフリー宣言の実施 「お客さまへのお約束」リーフレット
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事業全般

⚫ 一定額以上の契約者貸付や保険料立替制度をご利用の60歳以上のご契

約者を対象に、2025年5月から1年間、本社よりお電話にてご連絡しまし

た。利息負担や残高等をご理解いただくとともに、お客さまのご意向に

沿った対応をご案内しました。

⚫ 契約者貸付制度案内リーフレットについては2025年3月リニューアル、 保

険料立替制度案内リーフレットについては2026年3月に新設し、よりわか

りやすい案内となるように、制度利用者あて通知に同封しています。

保険料立替制度
案内リーフレット



外貨建保険

リスク性金融商品（外貨建保険・投資信託）の総合提案フローによる適切な商品提案

⚫ 保障と資産形成・承継の一体的なコンサルティングに基づき、外貨建保険や投資信託といったリスク性金融商品についてもご提案を行っています。

⚫ 外貨建保険や投資信託といったリスク性金融商品をご提案する際には、総合提案フローとして、冊子「資産形成ガイド」にある「適正商品判定フローチャート」に

て、お客さまの投資経験・知識・リスク許容度等の視点から適切な商品種類を判定し、提案商品の種類を決定しています。また、「資産形成ガイド」では、お客さま

が商品を比較検討しやすいよう「取扱商品比較表」にて情報提供・説明を行っています。

⚫ （外貨建商品等の場合）「投資ご相談兼ご意向確認シート」を用いて、お客さまの資産状況、投資経験、知識及び取引目的・ニーズ等の確認を行い、金融資産に占

める投資性資産の割合・投資経験有無・年齢を踏まえて適合性基準に基づいて募集可否を判断しています。

⚫ なお、2026年4月より投資信託と第一フロンティア生命商品の両方をご提案する場合には、当初意向把握・最終意向把握の際に、「重要情報シート」を用いて、

商品特徴の理解や比較検討に必要な情報をご提供します。

⚫ 最終的なご契約商品は、お客さまとのやり取りを踏まえて決定されるため、お客さまとの応対内容や商品を選択したポイントを「面談記録票」に記録します。記

録内容は上長が確認しており、本社所管にて事後モニタリングも実施しています。

投資信託重要な情報の分かりやすい提供
方針
3
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募集プロセス等
の確認

冊子「資産形成ガイド」

「適正商品判定フローチャート」

＜リスク性金融商品提案時の流れ＞

商品比較のための情報提供

『取扱商品比較表』

適正な金融商品の判定

『適正商品判定フローチャート』

以下の視点で適正な商品種類を判定

提案商品種類の決定

外貨建保険

個人年金保険 等

一時払 or 平準払

リスク許容度

投資経験／知識／行動

投資信託

面談
記録

意向
確認

商品提案
・手続き

冊
子
「資
産
形
成
ガ
イ
ド
」活
用

＜個別商品提案フロー＞＜総合提案フロー＞
お客さまにとって適切な商品を確認 個別商品の決定・提案

※１ 投資信託は、資産形成・承継・相続アドバイザー等の販売資格保有者が販売しています。
※２ 2026年4月より複数の金融商品をパッケージとしてご提案する際には、個別加入の可否や手数料等の情報を分かりやすく提供します。

※1

※2

上長
確認

本社
点検

『重要
情報
シート』
使用

意向を踏まえた商品選定
および金融資産・投資経験を
踏まえた適合性に関する
システムチェック



第一フロンティア生命では、お客さまご自身で解約返還金の状況確認や目標

値の変更手続きが可能なインターネットサービス「マイページ」を提供しており、

当社では積極的に本サービスへの登録をご案内しています。（2026年4月1日

現在のマイページ登録率31％）。

また、マイページについて、主に以下のサービス向上を行っています。

商品提案前に「外貨運用について考える本」等を活用し、

為替の仕組みやお手持ちの資金を外貨運用することに

よるメリット・デメリットを分かりやすくお示ししたうえで、

丁寧に説明しています。

「契約締結前交付書面（契約概要/注意喚起状況）」「ご契約のしおり・約款」を

もとに、商品の目的・機能、手数料・費用等の取引条件、為替・金利の変動による

影響や元本割れの水準等のリスクといった重要情報を説明する、リスクビデオ

の視聴を必須としています。

また、70歳以上のお客さまの場合、複数回の面談とともに、原則子・孫による

家族同席を必須としています。

業界共通教育制度である「外貨建保険販売資格試験」に加えて、当社独自に販

売資格運営を行っています。資格取得後は、毎月の継続教育の受講と、年1回

「更改総合テスト」を実施し、最新の知識等の維持・向上に努めています。

外貨運用について考える本

マイ ページご案内リーフレット マイ ページ画面

重要な情報の分かりやすい提供

外貨建保険の販売資格運営

重要情報の分かりやすい説明

「外貨運用について考える本」の活用 目標値接近を通知するサービスの新設

外貨建保険の適切な情報提供・提案のための取組み ターゲット機能付外貨建保険に関する対応

方針
3

外貨建保険

＜2025年2月＞

• 「マイページ」に登録されているお客さまの契約が設定した目標値に接近
した場合、登録されたEメールに通知を発信するサービスを開始

＜2025年9月＞

• 「マイページ」登録されてないお客さまへ案内できるように生涯設計デザ
イナー®へ目標値接近に関する情報配信開始

• 申込手続き時のマイページ登録開始
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お客さまにふさわしい商品・サービスの提供
保障性商品

資産形成商品

外貨建保険

環境変化や価値観の多様化に対応できるように、第一生命の商品や

グループ・提携会社商品も活用し、すべてのお客さまに最適な商品・

サービスをお届けできるように取り組んでいます。

老後の年金や社会保障制度等を踏まえて一生涯に必要なお金を見え

る化する「生涯設計プラン」に沿って、保障と資産形成・承継の一体的な

コンサルティングに基づくお客さま一人ひとりの最適な商品ラインアッ

プを拡充しています。

最新技術・制度の動向調査、医学的知見、公共統計、医療ビッグデータ

の解析などを組み合わせ、2024年度に8つの疾患についてご加入可

能範囲を拡大し、少しでも多くのお客さまの保険をお引き受けできるよ

う努めています。

医療ビッグデータ解析による生命保険の引受範囲の拡大

保障と資産形成・承継の一体的なコンサルティング
を支える商品ラインアップ

多様なお客さまニーズにお応えできる商品提供

オールプロダクトで「生き方ひろげる」商品提案

方針
4
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お客さま一人ひとりに最適な生涯設計コンサルティング推進

CX向上に向けて、「生涯設計プラン」では社会保障制度を踏まえたシミュレー

ションに基づいて「必要資金・必要保障額」を見える化し、商品プランを連動させ

たコンサルティングによって、お客さま一人ひとりにぴったりなご提案を行って

います。

●未来のライフイベント表を作成 ●未来の収支を試算

保障性商品

資産形成商品

外貨建保険

「資産形成・承継・相続アドバイザー」研修の様子

人生100年時代に向けてお客さまに安心して過ごしていただくために、

• 死亡保障や医療保障等の保障性保険商品

• 個人年金保険や外貨建保険等の貯蓄性保険商品

• iDeCo、NISAなどの資産形成に資する諸制度を幅広く取扱い、保障

と資産形成・承継の両面からの一体的なコンサルティングを推進してい

ます。

2023年度、お客さまニーズが高まる資産形成・承継商品等を総合的に提案す

るチャネルとして、「資産形成・承継・相続アドバイザー」を創設しました。202５

年度末時点において約８６０名まで当該アドバイザーを拡充しており、引き続き

質の高いコンサルティングを提供できる人財の育成に注力します。

お客さまにふさわしい商品・サービスの提供

生涯設計プランに基づくお客さま一人ひとりに合った提案

「資産形成・承継・相続アドバイザー」の拡充

保障と資産形成・承継の一体的コンサルティング

方針
4
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損保・がん研修

セールススキル研修

ロールプレイング演習

基礎リテラシー研修

保障設計書・商品研修

一般課程試験対策研修

理念・使命感の理解

コミュニケーション研修

地域学習

～キャリアカレッジでの教育コンテンツ抜粋～
高い専門性・コンサルティング・コミュニケーション力の教育

事業全般

生涯設計デザイナー®に対し、営業活動の基本となるホスピタリティやビジネスマ

ナー、コミュニケーションスキル、さらに商品知識や社会保障制度・税務等の周辺

知識を、入社後5年間の重要な期間において集中的に教育し、お客さまニーズに

沿った適切な対応が行えるよう、コンサルティング力の強化に向けて取り組んでい

ます。現行制度が導入された2020年度以降入社者の育成率は改善しています。

特に入社後6か月は「キャリアカレッジ」にて、使命感等の理念教育や、コミュニ

ケーション、生涯設計コンサルティング、金融リテラシー、IT活用等を習得します。

研修内容に応じて、本社の専門知識を持った講師がオンライン講師としてわかり

やすくリモート研修を実施することで専門性の向上を図っています。

お客さまの潜在的なニーズも含めてご意向を把握し、お客さま一人ひとりに合っ

た適切なコンサルティング・提案ができるよう、ビジネスマナーやコミュニケーショ

ン力向上を目的としたカリキュラムを充実させるとともに、提案力の向上を図って

います。

お客さまにふさわしい商品・サービスの提供

キャリアカレッジ

コミュニケーション能力向上研修

～現行制度での育成率～

方針
4

2019年度入社 

2年目 3年目 4年目

68.3％ 47.5％ 32.0％

旧制度

５１.１％6８.７％84.0％202６年１月実績

1９.１％
改善
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1か月目
教育イメージ

2か月目
教育イメージ

3か月目
教育イメージ

講師による講義やeラーニン
グによる自学自習など合格
に向けた研修

“お客さま・社会への誓い”の
理解を目的とした講義およ
びディスカッション

雑談・コミュニケーションスキ
ルを習得

各地域の特性や歴史への知
見を深め、地域貢献の意義・
役割を学ぶ

社会保障・金融リテラシーな
ど営業活動に必要な基礎知
識を習得

自社・他社商品の知識習得と
保障設計提案のロールプレイ
ング

生涯設計コンサルティング、
社会保障、資産形成の実践
的な説明スキルを習得

個人・法人向けの幅広い営業
スキルを習得

提携商品の取扱と販売手法
を習得

4か月目 ５か月目 ６か月目

インストラクター
との活動実践

独力での
活動実践

独力での
提案実践

OJT研修による経験の積み重ね

ロールプレイング演習を中心としたスキルフォロー



お客さまにふさわしい商品・サービスの提供
事業全般

方針
4

デジタルバディ概要

3つの支援

お客さま理解

会話録音 ヒント
照会

文章作成

お客さま理解の
深化

次回活動の
明確化

営業活動の
効率化

活動ガイダンス
手続き・活動
サポート

2026年4月からデジタルバディ（生涯設計デザイナー®が使用する営業端末に

実装した伴走支援型AI）を本格稼働しています。

デジタルバディが生涯設計デザイナー®に伴走して、お客さまのご了承のもと、お

客さまとの商談を記録する等、お客さまのニーズを捉えた提案や手続きをサポー

トします。

また、お客さまの情報や対応履歴を一元管理するシステム（統合CRM）を2026

年4月から導入しており、更なるお客さま一人ひとりに寄り添った対応に繋げて

いきます。

デジタルバディ（伴走支援型のAI）導入

募集資料や教育リソースを集約させたデジタル上の本棚（DBook）を2025

年10月に導入しました。お客さまのご要望に応じて、手元にない資料も画面で

より柔軟にお客さまにご提示することが可能となりました。

また、「自律型教育」実現に向けて、生涯設計デザイナー®が自ら学びスキルを

高めていくため、募集資料に加えて社内教材やマニュアル等も掲載しています。

DBook（デジタル上の本棚）導入

高度なコンサルティングを醸成のためFP資格取得を推進しています。各種教

材と研修動画の提供等を実施しており、FP3級以上の取得状況は以下のとおり

です。

FP資格保有率

～ FP3級以上取得状況～

・指導者層の取得率 約99％

・生涯設計デザイナー®の取得率 約70％

※2026年1月時点
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「カスタマーサクセス(※1)」取組みの推進

⚫ お客さまのライフプラン実現をサポートする取組みとして、生涯設計デザイ

ナー®に加え、本社担当者（CSM※2）が非対面でお客さま一人ひとりに寄り

添い、CX向上に資する商品・サービスのご案内等を行う「カスタマーサクセ

ス」取組みを順次拡大しています。

⚫ ２０２５年度は、約１６０万名のお客さまをフォローしています。

※1 カスタマーサクセスとは、お客さまの成功体験の実現に向け商品やサービスの
活用を支援し続けることを指します。

※2 カスタマーサクセスマネジャーの略

事業全般

ご契約の継続に関する指標

⚫ お客さまのニーズに沿って開発した新商品の発売や、ご契約時の適切な募

集管理により、ご契約の継続率は、引き続き高い水準で推移しています。

⚫ 2025年度は市中金利上昇等により一時払商品等を中心に解約が増加し、

解約失効率が小幅に上昇しましたが、全体としては引き続き低位な水準で

推移しています。

お客さまにふさわしい商品・サービスの提供
方針
4

ご加入後の定期的・継続的なフォローアップ
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ご契約の継続率

13回目継続率：ご契約から1年後に継続している契約の割合
25回目継続率：ご契約から2年後に継続している契約の割合 ※保険金額ベース

95.8% 95.8% 95.9% 95.8% 96.3%

90.4% 90.6% 90.8% 90.9% 90.8%

88.0%

90.0%

92.0%

94.0%

96.0%

98.0%

100.0%

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

13回目 25回目

ご契約の解約失効率

3.18% 3.26%
3.70%

3.48% 3.56%

2.00%

3.00%

4.00%

5.00%

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度



お客さまにふさわしい商品・サービスの提供

迅速・確実な保険金・給付金等のお受取手続き

入院・手術給付金のご請求について、スマートフォン等からWeb（ご契約者専

用サイト）上で給付金の請求が完結するサービスや、生涯設計デザイナー®の使

用する営業端末上で給付金の請求が完結するサービスを提供しています。

営業端末において第一生命所定の診断書を用いた給付金および３大疾病（が

ん・急性心筋梗塞・脳卒中）を原因とする保険金等の請求もデジタルでお手続き

できるよう利用範囲を拡大しました。

保障性商品

保険金・給付金の納得感・分かりやすさ向上

営業端末による請求手続きの利用範囲拡大

入院・手術給付金のWeb・営業端末での請求手続き

⚫ ご契約者専用サイト上で給付金の支払明細を閲覧できる通知サービスを提供

しています。

⚫ お客さまが請求された手術がお支払いの対象となるか確認することができる

「手術給付金お受取額シミュレーション」をホームページ上で公開しています。

画面遷移が遅い・ヒアリング項目が多い等のお客さまの声を踏まえ、利便性向

上や利用範囲の拡大を、2025年12月に実施しました。

⚫ 保険金・給付金の請求手続き時にお受取金額の概算、手続き後のお受取時に

はお受取金額の総額・内訳金を生涯設計デザイナー®が確認できるシステムに

より、お客さまに丁寧なご案内をしております。

⚫ 保険金・給付金等の支払漏れを防止し、お客さまのご理解と納得感のために

各種制度を設けて、丁寧な対応を行っています。

特定先進医療ダイレクト支払サービス

「先進医療特約」付加もしくは「先進医療保険」にご加入のお客さまを対象と

して、特に費用が高額となる先進医療を受けられた場合に医療機関に直接給付

金をお支払いするサービスです。今後も、お受取に関するサービスを提供し、利

便性の向上を図っていきます。

方針
4

31

支払照会窓口照会件数 826件

異議申出窓口申出件数 22件

社外弁護士相談件数 1件

支払審査会実施件数 0件

＜2025年度実績＞

＜2025年度 保険金・給付金等のお支払金額＞

※1 ※2＜2025年度 保険金・給付金のお支払件数＞

約1兆8,515億円 (1日あたり約50億円)

138万3,919件 (1日あたり約3,791件)

保険金・給付金等のお支払金額・件数

＜お受取りいただけなかった場合のご説明およびご相談の流れ（個人保険）＞

※１ 件数については、生命保険協会の「協会件数計上基準モデル」に則って計上しています

※2 満期保険金や生存給付金等の保険金・給付金は含みません



事業全般

全国市民ランナー応援プロジェクト「Run with You」

⚫ 「Run with You」プロジェクトを推進し、各エリアを代表するマラソン大会

への協賛をはじめ、皆と一緒に走ることの楽しさを実感する機会などの提

供を行っています。

ヘルスケアアプリ「QOLism」を通じたｗell-beingの実現

⚫ グループ会社QOLeadとともに、企業における健康経営の推進と従業員

の皆さまの健康増進をサポートするサービスとして、ヘルスケアアプリ

「QOLism（キュオリズム）」を提供しています。

⚫ QOLismは、『健康的な生活習慣＝「健康リズム」が自然と身に付くアプリ』

をコンセプトに、運動・睡眠・食事・メンタルケアなど幅広い領域で行動変容

を促し、従業員さまのwell-beingの実現をサポートします。

⚫ 2024年には、グループ会社ベネフィット・ワンが提供する福利厚生サービ

ス「ベネフィット・ステーション」の健康支援メニューへの導入（※）に加え、株

主優待制度を通じて当社グループ株主の皆さまにもご利用いただけるよう

になり、ご利用いただけるユーザー数は１０３万名となっています。（202６

年２月現在）

ランニング教室

お客さまにふさわしい商品・サービスの提供

健康増進への取組み

～第一生命協賛の2025年度大会～

方針
4
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豊富なメニューと従業員さまの行動変容を促す
仕掛けでセルフケアの促進

※ ご利用には指定のプランへの加入が必要です



事業全般

「第一生命 D.LEAGUE」 「第一生命 SD.LEAGUE」

⚫ 「第一生命 D.LEAGUE」は日本発のプロダンスリーグで、当社は2020年

度よりタイトルスポンサーとして協賛しています。

⚫ また、2024年度からは全国のダンススタジオ日本一を決定する大会となる

「第一生命SD.LEAGUE」に、タイトルスポンサーとして協賛しています。

⚫ さらなる日本のダンスの発展と普及に向け、ダンスのプロフェッショナルに

なることを夢見る子どもたちを応援するとともに、ダンスを通じた「健康増

進」や複数人で楽しむ「つながりの場」の創出にも取り組んでおり、全国各地

でD.LEAGUEの選手によるダンス教室も開催しています。

高校生向けダンスの指導

お客さまにふさわしい商品・サービスの提供

中小企業における健康経営・健康づくりの普及促進

⚫ 中小企業における健康経営・従業員さまの健康増進を支援する取り組みを展

開しています。

⚫ リアルチャネルを駆使した個別フォローと多様なソリューション提供を通じて、

健康経営優良法人認定取得に向けたサポートや従業員さまの健康意識の醸成

を図っています。

⚫ 取組みにあたっては、協会けんぽ各支部とアフラック社との協働を通じて、協

会けんぽ各支部の施策の広報や各種受診勧奨の支援を行っています。

企業

従業員
協会けんぽ

共創協働

地域貢献取組

• 健康経営取組の実践
• 健康経営優良法人認定• 保険者として健全な財政運営

• 支部事業計画KPIの達成

方針
4

• 健康意識の醸成
• 病気の早期発見
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⚫ オリジナルエンディングノート「大切な方への絆ノート®」をお客さまにお届けす

る活動を進めています。地域の皆さまにお役立ていただくため、本冊子のＰＤ

Ｆデータを自治体へ無償提供（※）しています。

事業全般

地域貢献活動の推進

⚫ 全国47都道府県と結ぶ連携協定等を通じ、地域の課題解決に向けた取組

みを実施しています。うち４4都道府県とは、多分野にわたる協働が可能と

なる「包括連携協定」を締結しています。

⚫ また、市区町村とのつながりも進展し、430を超える市区町村とも「包括連

携協定」を締結（2026年3月末時点）するなど、全国の各地域での様々な

取組みを通じ、健康増進や地域活性化等の地域における課題解決に貢献し

ています。

エンディングノートの書き方セミナー
（茨木市生涯学習センター）

エンディングノートの書き方セミナー
（秋田市の地域包括支援センター）

大切な方への
絆ノート®

未来へつなぐ
自分史年表®

お客さまにふさわしい商品・サービスの提供

⚫ 国内最高峰の専門医療機関（ナショナルセンター）すべてと包括的情報連

携協定を締結し、47都道府県の地域特性に合わせた健康・医療に関する

セミナーを開催しています。

⚫ 国立長寿医療研究センターとは、2025年度に協定締結１０周年を記念し

た協働の取組みとして、長寿研講師による「認知症予防」セミナーをメイン

とした体験型・認知症予防イベントを自治体の後援のもと開催しました。

また、認知症予防運動「コグニサイズ」・認知症予防体操「コグニ体操」に関

するDVD配布やYouTube配信を通じて、高齢者の認知症予防・フレイ

ル対策への取組みを行いました。

自治体との連携 専門医療機関（ナショナルセンター）との連携

※ 当社との間に著作物利用許諾契約の締結が必要です

方針
4

34認知症予防運動（コグニサイズ）
長寿研提携１０周年記念
体験型・認知症予防イベント

⚫ 「大切な方への絆ノート®」の姉妹版として、大

切な思い出や未来へ向けて夢や希望等を自由

に記入できる「未来へつなぐ自分史年表®」も

ご提供しています。



事業全般

消費者教育・金融保険教育支援

⚫ 成年年齢の引き下げや、高校における金融教育必須化に伴い、消費者教育・

金融保険教育に対するニーズにお応えするため、すごろく形式でお金の大

切さや将来への備えの重要性を体感できる教材「ライフサイクルゲーム」を

活用し、学校や企業・官公庁等で出張授業・研修を行っています。

⚫ 2022年にシニア版を新設し、シニア世代の人生設計における参考となる内

容として活用いただいています。また、オンライン版も新設しており、リモー

ト研修等でもご利用いただいています。

（公財）消費者教育支援センター主催「消費者教育教
材資料表彰2023」にて「理事長賞」を受賞しました

「ライフサイクルゲーム」

＜表面＞
ヤング・ミドル版

＜裏面＞
シニア版

出張授業の様子

「ライフサイクルゲーム」出張授業・研修

2025年度実施回数 855回

お客さまにふさわしい商品・サービスの提供

「ライフサイクルゲーム」の出張授業・研修

方針
4

35

⚫ 第一生命の100％子会社である第一スマート少額短期保険株式会社は、夏

の猛暑が続き、熱中症による救急搬送人員が増加していること等を踏まえ、

第一生命を募集代理店として、熱中症保険の販売を開始しました。

⚫ 2025年は、大規模音楽フェス「SUMMER SONIC 2025」への協賛等を

通じて、全国、様々な夏のイベントを満喫したい参加者への熱中症に対する

啓発活動に取り組んできました。

⚫ その他、 2025年度より、山岳捜索サービスを展開するAUTHENTIC 

JAPANと地域社会のさらなる活性化とアウトドア・アクティビィティにおけ

る人々の安全・安心の確保を目指す「＃SAFE FOR」PROJECTを開始しま

した。

⚫ これからもサステナブルな社会の実現に向け、お客さまの生命や健康、地

域・社会の課題解決につながる価値をお届けしていきます。

（参考）「＃SAFE FOR」PROJECT プロジェクトページ
https://www.cocoheli.com/ch/safe-for

×

「熱中症保険」販売と「＃SAFE FOR」PROJECT開始

https://www.cocoheli.com/ch/safe-for


事業全般

マイナポータルの活用

⚫ 確定申告をe-Taxで実施する際、マイナポータルと連携することで所得税

電子データを利用した自動入力を可能としました。

⚫ マイナポータル連携による、健康診断情報の取得

により手続き利便性の向上および成立までの

早期化策を実施しています。

（2026年3月開始）

お客さまのニーズへの制度対応

お客さまにふさわしい商品・サービスの提供

「控除証明書電子データのご案内」
リーフレット

資産形成に資するサービスの充実

⚫ 資産形成・承継領域における多様化するお客さまのニーズや価値観等にお応

えするため、デジタルプラットフォームサービス「資産形成プラス」を通じて以

下コンテンツを提供しています。

• ネットバンクサービス

• 資産寿命シミュレーション

• 家計管理サポート機能

• 運用ロボットアドバイザー機能 等

お客さまのライフプランに沿った将来収支の

見える化、資産寿命の延伸、より豊かな暮らしの

実現等に向けて活用いただいています。

資産形成ポータルサイト
「資産形成プラス」

スマートフォンアプリ
「DCのサプリ」

⚫ 「第一生命のiDeCoミライデコ」は、多くのお客さまの

資産形成をサポートできるよう、運用商品ラインアップ

を見直しました。加えて、より簡便にご利用いただける

ようWEB完結での申込みを可能にするとともに、ご

加入後の掛金配分指定や運用成果の確認、運用商品

入れ替えまでをシームレスに行うことができるスマー

トフォンアプリ「DCのサプリ」を標準付帯しています。

お客さまの幅広いニーズへの対応

方針
4
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⚫ 保険契約者・被保険者に加え、契約関係者（受取人、保険契約者代理人等）に

おいての旧姓利用を開始しました。

⚫ 保険契約者代理人からの手続きのみ適用している診断書による意思能力確

認について、推定法定相続人や指定代理請求人等の手続きでも利用可能と

しました。



「福利厚生に関する実態調査」に基づく企業への情報提供

⚫ 全国の法人のお客さまに福利厚生制度に関するヒア

リング調査のご協力をいただき、3,924社の回答結

果をまとめた統計資料「福利厚生に関する実態調査」

をご提供しています。

⚫ 人事労務のご担当者が、企業全体の傾向や同業種・

同規模の企業との比較等を参考に、福利厚生制度や

人財活用策をご検討される際の一助としてご活用い

ただいています。
「福利厚生に関する実態調査」

⚫ 第一生命の団体保険にご契約いただいている企業の従業員さまとそのご家

族が無料でご利用いただける付帯サービス「DL Benefit Premium」では、

多様化する従業員さまの「働き方」「価値観」に合わせ、従業員の「働きやす

さ」や健康経営等、企業の経営課題を解決するサービスをご提供しています。

企業保険

お客さまの声に対応した企業保険の商品開発

⚫ 2019年に発売した全員加入型保険「３大疾病サポート保険（団体型）」は、お

客さまの声を踏まえ、2025年7月に商品改定を実施しました。これにより、

過去に診断された「がん」と因果関係のない「がん」をお支払いの対象とした

ことで、がんに罹患したことのある従業員さまも申し込みが可能となりまし

た。

⚫ 団体信用生命保険の申込手続きを行うプラットフォーム（ネットDe団信）を

2025年12月にリニューアルし、インターネット上でよりスムーズに手続きが

行えるようになりました。

⚫ 金利上昇を踏まえ、毎月予定利率を設定する確定給付企業年金保険有期利

率保証特約（無配当）（DB-GIC）を2025年４月より販売しました。足元の金

利を機動的に反映した利率保証型商品へのニーズに対応しました。 団体保険付帯サービス「DL Benefit Premium」のご案内

「DL Benefit Premium」ご案内リーフレット

必要な保障を従業員さまが選べる「あんしんマイパッケージ」

⚫ 企業が福利厚生制度として複数の保険商品をパッ

ケージとして導入し、導入した保険商品の中から必要

な保障を従業員さまが自分で選んで申し込みができ

る「あんしんマイパッケージ」を販売しています。

⚫ 「あんしんマイパッケージ」は、「死亡」「入院・手術」「3

大疾病」「介護」といった多様な保障ラインアップを一

度に準備でき、多様化する企業、従業員さまのニーズ

によりきめ細かくお応えできる商品です。 「あんしんマイパッケージ」
ご案内リーフレット

お客さまにふさわしい商品・サービスの提供
方針
4
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(登)C26P0046(2026.6.10)
詳しくは「ご契約のしおり‒約款」を必ずお読みください。



～お手続きサイト・情報サイトとアプリの連携強化～

⚫ これまでご提供していた健康増進サポートアプリ「健康第一」は、2025年

5月より「第一生命アプリ」として生まれ変わりました。

⚫ お客さまからのご意見や実際の利用状況をもとに、健康増進に関するコン

テンツを見直すとともに、アプリ全体の画面構成やデザインを刷新し、より

使いやすく、わかりやすいアプリにリニューアルしました。

⚫ さらに、「第一生命アプリ」に加えて、第一生命が提供する「ご契約者専用サ

イト」や情報サイト「ミラシル」など、さまざまなWebサービスも「第一生命

ID」に統合。ひとつのIDで複数のサービスをスムーズにご利用いただける

ようになりました。

事業全般

⚫ 「ミラシル」では、4つの体験価値（保障、資産形成・承継、健康・医療、つなが

り・絆）に関する情報コンテンツや、デジタル上での保険相談サービス、当社

と協業しているビジネスパートナー企業が提供するサービス等にもアクセス

できます。

ホーム画面で担当者のプロフィール、

メッセージ、連絡先（電話・メール・

LINE等）が確認可能になり、担当者へ

より円滑にご連絡いただけるようにな

りました。また、アプリからミラシルの

情報コンテンツにアクセスできるよう

になり、ミラシルのキャンペーンへの

応募もアプリ経由で行えるようになり

ました。

お客さまの利便性向上を目的に、アプリ

のホーム画面に利用頻度の高いお手続

き機能を集約し、目的に応じた手続きを

スムーズに選択・実行できるように改善

しました。

ご契約者専用サイト

お客さまにふさわしい商品・サービスの提供

しあわせな暮らしを実現するための情報サイト「ミラシル」

「第一生命アプリ」へのリニューアル

方針
4
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保険募集代理店に支払う販売手数料体系

指導者層に対する適切な評価

生涯設計デザイナー®の評価

従業員等に対する適切な動機付け
方針
5

⚫ CX（お客さま体験価値）を高いレベルで創出・体現できる自律型生涯設計デ

ザイナー®の採用・育成に資する制度としています。

⚫ お客さま本位の活動となるよう、１ヶ月単位の実績に大きく左右されない給与

体系としています。

⚫ 臨時給与の項目に「CX向上取組部分」を新設し、生涯設計デザイナー®のCX

向上に向けた取組み等に対する評価を、臨時給与に反映させる給与体系に改

定しています。

⚫ お客さまに対する適切なコンサルティングを促すため、生涯設計デザイナー®

のFP技能士の資格取得を図っており、月例給与の項目においてもFP技能士

の到達レベルに応じた評価体系としています。

⚫ 保険募集代理店に支払う販売手数料については、特定の当社商品や一定

の販売量に偏重した上乗せ報酬等の支払いは行わず、契約継続率といっ

た保険募集品質を評価する手数料体系としています。

⚫ また、生命保険協会による「代理店業務品質評価運営」の趣旨に鑑み、当

社代理店の更なる業務品質向上を図ることを目的として、生命保険協会

より「認定代理店」として認定されている代理店等を高く評価する手数料

体系としています。

臨時給与「CX向上取組部分」の評価方法

• ＣＸ向上取組に対する『加算評価』

• ＣＸを棄損する言動の改善を目的とした『苦情判定評価』

⚫ 組織の評価については、コンプライアンス・地域課題解決・生涯設計デザイ

ナー®の育成に関する取組み等を評価する仕組みとしています。

⚫ 「コンプライアンスを大前提としたお客さま本位の活動の追求」に対する評価

ウエイトを重視した配点としています。

事業全般
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お客さま第一の活動に対する評価



「保険会社向けの総合的な監督指針」改正趣旨を踏まえた対応

従業員等に対する適切な動機付け
方針
5

事業全般

⚫ 損害保険業界における保険金不正請求事案および保険料調整行為事案や、保険

会社・保険代理店において相次いで発覚した情報漏えい事案への対応として、

2025年8月に、下記に関して「保険会社向けの総合的な監督指針」が改正され

ました。

⚫ また、上記事案を踏まえ、2025年5月に保険業法の改正が国会にて成立してい

ます。2026年6月の改正法施行に合わせ、下記に関して保険業法施行令およ

び保険業法施行規則、「保険会社向けの総合的な監督指針」が改正されました。

40

- 保険会社による保険代理店に対する指導等の実効性の確保

- 保険代理店等に対する過度な便宜供与の防止

- 保険代理店等に対する不適切な出向の防止

- 代理店手数料の算出方法適正化

- 顧客等に関する情報管理態勢の整備

- 政策保有株式の縮減

- 仲立人の媒介手数料の受領方法の見直し

⚫ これらの法令および監督指針の改正を踏まえ、所要の態勢整備を行ってお

ります。また、今後予定されている更なる改正に関しても、迅速かつ真摯に

対応してまいります。

- 特定大規模乗合保険募集人に対する体制整備義務の強化

- 保険会社等に対する体制整備義務の強化

- 保険会社等による保険契約者等への過度な便宜供与の禁止

- 保険仲立人の活用促進に向けた対応等

- 営業推進態勢の確保

- 保険金等支払管理部門の独立性確保

＜「保険会社向けの総合的な監督指針」等の改正に係るパブリックコメント＞

（2025年8月改正）

https://www.fsa.go.jp/news/r7/hoken/20250828/20250828.html

（2026年6月改正）

https://www.fsa.go.jp/news/r7/hoken/20260330/20260330.html

https://www.fsa.go.jp/news/r7/hoken/20260330-2/20260330-2.html

https://www.fsa.go.jp/news/r7/hoken/20260330-3/20260330-3.html

https://www.fsa.go.jp/news/r7/hoken/20250828/20250828.html
https://www.fsa.go.jp/news/r7/hoken/20260330/20260330.html
https://www.fsa.go.jp/news/r7/hoken/20260330-2/20260330-2.html
https://www.fsa.go.jp/news/r7/hoken/20260330-3/20260330-3.html


従業員等に対する適切な動機付け
方針
5

事業全般

＜保険代理店からの不適切な情報取得に関するニュースリリース＞

https://www.dai-ichi-life-hd.com/newsroom/newsrelease/2024/pdf/index_022.pdf

https://www.dai-ichi-life-hd.com/newsroom/newsrelease/2024/pdf/index_026.pdf

https://www.dai-ichi-life.co.jp/company/news/pdf/2024_046.pdf

https://www.dai-ichi-life-hd.com/newsroom/newsrelease/2025/pdf/index_059.pdf
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保険代理店への出向者からの不適切な情報取得について

⚫ 2024年度に、当社から保険代理店および銀行に出向していた社員による、お

客さまの保険契約に関する情報の不適切な持ち出し事案が複数件判明しまし

た。これを受け、第一ライフグループ代表取締役社長グループＣＥＯを本部長と

する「代理店情報漏えい事案再発防止対策本部」を立ち上げ、当社も第一フロ

ンティア生命保険株式会社、ネオファースト生命保険株式会社（現：第一ネオ生

命保険株式会社）と共に参加し、グループ一体となり再発防止策を策定・実行し

てきました。

⚫ そのような中、2025年度には、保険代理店の了承を得たか不明瞭な内部情報

の取得を認識したことから、上述４社において、保険代理店に派遣していた出

向者に対するヒアリングや各種データフォレンジック調査を行ないました。結果

として、不適切な内部情報の取得が判明し、ニュースリリースにて公表しており

ます。

⚫ これらの情報について、直接的な保険募集や商品開発への活用は確認されて

おりませんが、不適切な取得でした。

ｰ 保険代理店への出向停止を含む出向者管理態勢の強化

ｰ 全役員・全社員を対象とした情報取扱いのリテラシー向上及びプリ

ンシプルベースでの行動の徹底

ｰ 国内３生保にチーフ・コンプライアンス・オフィサー（CCpO）の新規

任命、コンプライアンス部門の人員増強、内部監査部門の強化

ｰ 「グループコンダクトリスク管理事務局」の設置、既存の国内生保３社

のコンダクトリスク管理事務局との連携による管理態勢強化 等

⚫ お客さま・社会からの信頼の回復に向けて、経営陣のリーダーシップのもと、

次の再発防止等を通じて、管理・牽制態勢をさらに強化するとともに、全役

員・全社員のコンプライアンス意識を一段と高めます。

https://www.dai-ichi-life-hd.com/newsroom/newsrelease/2024/pdf/index_022.pdf
https://www.dai-ichi-life-hd.com/newsroom/newsrelease/2024/pdf/index_026.pdf
https://www.dai-ichi-life.co.jp/company/news/pdf/2024_046.pdf
https://www.dai-ichi-life-hd.com/newsroom/newsrelease/2025/pdf/index_059.pdf


事業の成果

お客さま数【KPI】

⚫ ２０２４年１月新商品「ステップジャンプ」や2024年4月新商品「とわサポー

ト」、第一フロンティア生命の商品で資産形成・承継のニーズにお応えする

も、国内の人口構造の変化等を背景に、お客さま数は前年度から減少しま

した。

⚫ 多様化するお客さま一人ひとりのニーズに適切にお応えするために、第一

生命・第一フロンティア生命・第一ネオ生命等の商品・サービスを、それぞれ

の特性に応じた最適なチャネルを通じてお届けしています。

⚫ さらに、近年では第一アイペットやベネフィット・ワンをグループに迎え、

ペット保険や投資信託、資産形成に向けたiDeCo・NISAといった制度、第

一スマートの少額短期保険や福利厚生サービスのベネフィット・ステーショ

ン等、お客さまの様々なニーズにお応えできる商品・サービスを提供してい

ます。

⚫ 従来の生命保険商品に加えて、新たな体験価値を含む商品・サービスの提

供を通じて、これからもお客さまに選ばれ続ける生命保険会社として努め

てまいります。

＜お客さま数※＞
単位：万名

※第一生命でお取扱いしている各種商品のいずれかにご加入されて
いるお客さま数

事業全般

約1,090万名 約1,0７８万名
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約1,060万名



営業員チャネルのコンプライアンス・リスク管理態勢の更なる高度化に向けた
「着眼点」に基づく当社取組状況

43



「営業員チャネルのコンプライアンス・リスク管理態勢の更なる高度化にかかる着眼点」に基づく取組状況

2023年２月に生命保険協会で取りまとめられた、営業職員チャネルのコンプライアンス・リスク管理態勢の更なる高度化を図るにあたっての考え方に関する原

理・原則や取組例等である「営業職員チャネルのコンプライアンス・リスク管理態勢の更なる高度化にかかる着眼点（以下、「着眼点」）」（※１）について、202６年４

月１７ 日に「参考となる取組例等」が追加された更新版（※２）が公表されました。

更新された内容も踏まえた、当社の主な取組みについてご報告いたします（新規取組は下線にて記載）。なお、報告にあたっては、生命保険協会で202５年度に

実施されたフォローアップアンケート結果とも照らし合わせながら、当社の取組みの内容について網羅的に確認を実施しております。

項目 プリンシプル

１．コンプライアンス・リスク管理態勢

（１） 経営陣の姿勢・主導的役割

（２） 営業組織における管理者（支社長、営業拠点長等）の役割

（３） より良い企業文化の形成に向けた取組み

（４） 三線管理態勢の構築

２．コンプライアンス・リスクの評価 コンプライアンス・リスクの評価

３．コンプライアンス・リスクに対するコントロールの整備・実施

（１） 業務ルールの明確化

（２） 教育・研修

（３） 人事・報酬（表彰）制度

（４） 営業職員の活動管理

４．コンプライアンス・リスクのモニタリングおよび不適正事象の
    （予兆）把握時の対応

（１） コンプライアンス・リスクのモニタリング

（２） 不適正事象の（予兆）把握時の対応

５．コミュニケーション

（１） 社内におけるコミュニケーション

（２） 社外とのコミュニケーション

（３） 内部通報制度

６．監査 監査
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生命保険協会「営業職員チャネルのコンプライアンス・リスク管理態勢の更なる高度化にかかる着眼点」
https://www.seiho.or.jp/info/news/2023/20230217_1.html

https://www.seiho.or.jp/info/news/shared/mt-item/20260417_2.pdf

（※１）

（※２）

https://www.seiho.or.jp/info/news/2023/20230217_1.html
https://www.seiho.or.jp/info/news/shared/mt-item/20260417_2.pdf


「着眼点」の記載内容（生命保険協会より）

「コンプライアンス・リスク管理態勢」は、各社の業務運営の基礎となる組織体制の構築や企業文化の形成等を指す。営業職員チャネルの特徴・強みであるお客さま

との強固な信頼関係に応え変わらぬ安心をお届けしていくためには、目指す理念や価値観の共有、実効的な統制策を遂行する強固な組織体制の構築等、健全なコ

ンプライアンス・リスク管理態勢の整備・維持が求められる。

⚫ 全社経営品質の刷新・向上に向けた継続的な取組みを実施している。

⚫ コンダクトリスク（※１）全般を対象とした社長直下の「コンダクトリスク管理事務局」を「経営品質刷新本部」の後継として2025年4月に設置。コンダクトリスク

の検知・把握および対応を検討している。

⚫ 経営層が全社員に向けコンプライアンスや企業風土変革に関するメッセージを発信。全役員・全社員が参加のタウンホールミーティング（※２）にて企業文化・風

土の課題および対応方針について直接の対話を行うとともに社員の声を吸い上げている。

⚫ 不適切事案を発生させないための行動変革・理念浸透（消費者志向自主宣言「お客さま・社会への誓い」）に基づいた行動の定着、「声をあげ、感謝する、褒める」

組織・風土づくりに向けて、継続して経営からのメッセージを発信している。

⚫ 当社グループが「一生涯のパートナー」であり続けるために、2024年4月に新理念・行動規範を制定。経営トップからのメッセージを踏まえ、役員や所属長自ら

の言葉で社員とコミュニケーションをはかる取組みを継続して実施している。

（１）経営陣の姿勢・主導的役割

＜主な取組み＞
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「営業員チャネルのコンプライアンス・リスク管理態勢の更なる高度化にかかる着眼点」に基づく取組状況

１．コンプライアンス・リスク管理態勢

【プリンシプル】

コンプライアンス・リスク管理はまさに経営の根幹をなすものである。コンプライアンス・リスクがビジネスと不可分一体であることを踏まえれば、各社は経営陣自ら

が自社のビジネスモデル・経営戦略等から生じ得るリスクについて十分に検討・考慮し、コンプライアンス・リスク管理に対する経営陣の考え方・姿勢を適切に示し、

管理者から営業職員に至るまでその趣旨を真に理解させることで、その企業の文化・風土となるように取り組むべきである。

（※１）法令等に反した行為や法令等の趣旨に照らして不適切な行為により、お客さま保護、市場の健全性、公正な競争等に悪影響を及ぼし、企業価値の毀損につな
がるリスク

（※２）部門や立場の垣根を越えて、経営層が直接社員に経営課題やその背景について語り、社員の声に耳を傾ける場



⚫ 支社および営業オフィスにおいては、支社長・営業オフィスの機関長の年間評価体系において、「コンプライアンス」に関する項目を最優先課題と位置付け、

全体評価の中でも配点が最大となるよう設定している。

⚫ リスクフォーカスの視点からも営業員個々の属性に応じて、本社フォロー対象者（事故等・金銭・日常管理）の指定（※）を行い、各対象区分に応じた日常の活

動管理を行っている。

⚫ 支社の会議体である「支社ＤＳＲ委員会」や「オフィスＤＳＲ委員会」を通じて意見交換等を実施しつつ、支社・営業オフィスにおける固有課題に対する議論、対

応策の検討・策定を行うなど、トップダウンとボトムアップを組合せた運営により、所属員の意識改革を図っている。

⚫ 支社・営業オフィス全社員を対象とした各種運営の浸透状況を図るアンケート調査では、回答状況を当該組織やその上位組織にフィードバックし、管理者が

主導的に改善を図るなど、継続的なＰＤＣＡサイクルを実現している。

（２）営業組織における管理者（支社長、営業拠点長等）の役割

＜主な取組み＞
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「営業員チャネルのコンプライアンス・リスク管理態勢の更なる高度化にかかる着眼点」に基づく取組状況

１．コンプライアンス・リスク管理態勢

【プリンシプル】

営業職員チャネルのコンプライアンス・リスク管理の徹底においては、営業組織における管理者（支社長、営業拠点長等。以下、管理者）が、経営陣の考えを具体的に

理解し、その考えを営業職員等に伝え、また自らも適切な姿勢を示すことを通じて営業組織へと浸透させる役割を果たすことが重要である。そのうえで、営業職員

をはじめとする現場の声を吸い上げ本社・経営陣等へと繋げるなどの役割を果たすことも重要である。各社は管理者がその役割を十分に発揮できるよう取り組

むべきである。

（※）契約品質面等で一定のリスクのある営業員を本社にて抽出し、募集品質面、定性面からの気づき（予兆・コンプライアンスリスク）を加味し、支社・機関長にて面
談の上、本社フォロー対象者（日常管理）として指定。また、募集行為におけるリスクや金銭不正リスク等を把握の上、本社フォロー対象者（事故等・金銭）として
指定。



⚫ お客さま・社会への基本的かつ重要な対応指針を「お客さま・社会への誓い」としてとりまとめ社内外に公表している（※） 。全社員が各種課題に対して、その

判断のベースとなるよう各種会議や研修等でその意図や背景、好取組事例などを繰り返し周知・徹底している。

⚫ 役職員から出た声を受け、社長指示のもと全本社部門長と全支社長を対象として両部門を交えた複数グループを組成し、グループ毎に協働プロジェクトを

立ち上げ、部門を超えた支援の実施ならびに所属員間のコミュニケーションの活性化によるお互いの理解促進につなげる取組みを実践している。

（３）より良い企業文化の形成に向けた取組み

＜主な取組み＞
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「営業員チャネルのコンプライアンス・リスク管理態勢の更なる高度化にかかる着眼点」に基づく取組状況

１．コンプライアンス・リスク管理態勢

【プリンシプル】

会社における基本的な理念・価値観や行動規範、またそれらにもとづき形成される企業文化は、コンプライアンス・リスク管理に関する経営陣や管理者の姿勢およ

び内部統制の仕組み全体に通じるものである。また企業文化の形成に向けては、役職員が自律的にリスクを認識し、オープンな議論・適切な報告がなされる環境の

整備等も重要である。各社はリモート環境下での活動機会の増加といった環境変化も踏まえつつ、役職員が判断に迷った際に立ち返るべき基本理念等を根づかせ、

目指す企業文化の形成に取り組むべきである。

（※）https://www.dai-ichi-life.co.jp/dsr/customerorientation/index.html

https://www.dai-ichi-life.co.jp/dsr/customerorientation/index.html


⚫ 営業組織等の業務部門（１線）、営業組織への牽制・支援等を担当するコンプライアンス部門（２線）、１線・２線の有効性に対する監査を担当する内部監査部門

（３線）から構成する「三線管理態勢」を構築している。

⚫ １線のうち地域ごとに営業組織である支社を統括する部門を1.5線と位置づけ、支社のコンプライアンス推進状況をモニタリングするとともに、その結果を

踏まえた支社指導を実施している。

⚫ ２線は、1.5線に対して支社指導に資する情報提供支援を行うとともに、１線および1.5線の取組状況をモニタリングし、その結果を踏まえ全社コンプライア

ンス取組みの見直しを図っている。

⚫ 上記運営の推進に向けた1.5線・２線・３線の連携強化に向けて、各種月次・週次の会議体にて支社取組のモニタリング結果や課題を共有しながらＰＤＣＡを

回していく体制を構築している。

⚫ 四半期ごとに1.5線と２線等が参加する会議で確認したうえで、関係部門の部課長が参加するコンプライアンスＷＧへ報告している。

⚫ 上記取組状況や検討内容については、取締役会や監査役会に定例的に報告され、経営に対する適切なガバナンス機能が発揮されている。

（４）三線管理態勢の構築

＜主な取組み＞
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「営業員チャネルのコンプライアンス・リスク管理態勢の更なる高度化にかかる着眼点」に基づく取組状況

１．コンプライアンス・リスク管理態勢

【プリンシプル】

実効的なコンプライアンス・リスク管理態勢の構築に際しては、営業組織等の業務部門（１線）、営業組織への牽制・支援等を担当するコンプライアンス部門（２線）、１

線・２線の有効性に対する監査を担当する内部監査部門（３線）から構成されるいわゆる「三線管理態勢」の適切な運用も重要である。各社は、三線管理態勢におけ

る各ラインがそれぞれの機能を発揮し、互いに連携し合う実効性ある態勢を構築するとともに、第三者的立場にある社外取締役を含む取締役会、監査役（会）、監査

等委員会、監査委員会等を中心に、経営陣の姿勢や、組織体制・管理手法等の内部統制の仕組み、企業文化等を客観的に認識し、経営陣に対する牽制機能が働く適

切なガバナンス機能の構築に取り組むべきである。



「着眼点」の記載内容（生命保険協会より）

「コンプライアンス・リスクの評価」は、自社の事業における固有のリスクや、防止すべき不 適正事象の影響度・頻度等について、適切に評価することを指す。それ

ぞれのリスクに応じた適切な態勢を構築するコンプライアンス・リスク管理の考え方においては、各社にて営業職員チャ ネルの特徴や自社の特性等に応じたリスク

の評価がなされることが求められる。

⚫ 全国一律のコンプライアンス取組みから各支社のリスクを市場・顧客属性（苦情状況等）、営業員の属性、マネジメントなど複数の角度から評価・把握し、リスクレ

ベルに応じてフォロー・統制を行うリスクフォーカス運営へと取組みを進化させ、更なる内部統制の実効性向上に取り組んでいる。

⚫ すべての役員・社員がプリンシプル（原理・原則）ベースで考え、行動するにあたっての最も基本的な指針・よりどころとする「わたしたちの行動規範」を制定。

日々の業務で判断に悩む場合、「わたしたちの行動規範」に立ち戻って考え、高い倫理観を持った行動により、お客さま・社会・会社（仲間）からの信頼・期待に応

える行動を実践するものとしている。

⚫ 「わたしたちの行動規範」は層別研修のテーマとして定期的に取り上げるとともに、年１回のコンプライアンスに関する誓約においても、誓約事項の１つに盛り込

んでいる。また、年３回全社員向けアンケートを通じて、行動規範の浸透・実践状況について確認を行っている。

⚫ 全営業職を対象にコンプライアンスアンケートを年１回実施している。フリーコメントとして寄せられた会社への提言も本社業務所管に提供するとともに、不適

疑いとして寄せられたコメントについては個別調査も実施している。

⚫ 価値観の変化等を敏感に察知し、社内外で拾い上げられたコンダクトリスクについて改善を図る取組を進めている。こうした取組を通じて、顧客や地域・社会な

ど当社を取り巻くステークホルダーからの共感・信頼を獲得することを目的に、 2025年度より、社長をトップとするコンダクトリスク事務局を設置し、把握さ

れたコンダクトリスクの検討および対応を推進している。

＜主な取組み＞
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２．コンプライアンス・リスクの評価

【プリンシプル】

生命保険会社において防止しなければならない不適正事象は、いわゆる不正のトライアングル（動機・機会・正当化）といった考え方でも述べられるように様々な要

因により引き起こされる可能性があり、そのリスクは各社のビジネスモデル、経営戦略、販売チャネルの属性・特徴や業務運営・人事制度等によっても異なるもので

ある。各社は、不適正事象を防止するためのコンプライアンス・リスク管理態勢を整備するにあたり、まずは自社の事業においてどのような固有リスクがあるかを評

価・特定し、そのリスクに応じた各種制度やルールの構築といった統制策を実施するべきである。



⚫ 「当社取扱以外の金融商品等の勧誘・紹介の禁止」について指針を定め、コンプライアンスマニュアルにも掲載したうえで、適宜事例を交えながらの研修を実施

している。また、就業規則にもこれら勧誘・紹介を行った場合は、処分対象とすることを規定している。

⚫ 社員がお客さまから直接金銭をお預かりすることのないことを、ホームページ（※）やお手続き時の画面・帳票、社内メッセージにより社内外に周知・徹底すると

ともに、保険料領収をキャッシュレス化して現金の授受が発生しない事務としている。

⚫ その他、以下のような取り組みを実施している。

✓ 契約者貸付や保険料立替制度について利息負担等の内容を充分にご理解いただけないまま貸付を継続している懸念があるお客さまに対して、本社からの

アウトバウンドコールを開始(60歳以上かつ契約者貸付金もしくは保険料立替金100万円以上) 予兆・異常情報を検知した場合には、不適正行為が行われ

ていないかの確認を実施している。

✓ 反社会的勢力に関する懸念によりモニタリング対象となっている契約において、契約者変更手続きを実施する場合の運用について、従来の「手続完了後に

契約内容を確認する方式」から「手続実施前に当該契約の取扱可否を確認する方式」に変更している。

「着眼点」の記載内容（生命保険協会より）

「コンプライアンス・リスクに対するコントロールの整備・実施」は、統制環境やリスク評価 にもとづく、コンプライアンス・リスク管理上の具体的な統制策に関する

取組みを指す。営業職員チャネルにおける不適正行為の防止のためには、前述のリスク評価の結果も踏まえた強固な統制策の整備・実施が求められる。

（１）業務ルールの明確化

＜主な取組み＞
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３．コンプライアンス・リスクに対するコントロールの整備・実施

【プリンシプル】

お客さまからの信頼を根幹とする生命保険事業において、その信頼を悪用し、また大きく毀損する不適正行為は、顧客本位の業務運営を推進するうえでも生じさ

せてはならない。また営業職員はその業務の性質から、業務外においてもお客さまからのご相談を受けるケースもあり得るものと考えられるが、そうした業務外の

行動においても不適正行為が発生する可能性は否定できない。この点、会社は営業職員の業務外の行動をすべて把握することは一般的に困難であると考えられ

るが、その機会の削減や不正の動機となる金銭トラブル等の予兆把握等を通じ、その可能性を低減させるよう取り組むことは重要である。各社は、業務や行動に

関するルールの明確化により、業務内外における不適正行為の要因を低減させるよう取り組むべきである。

（※）https://www.dai-ichi-life.co.jp/invite_policy.html

https://www.dai-ichi-life.co.jp/invite_policy.html


⚫ 全社で発生した不適正行為や不適正行為につながりかねない苦情等を踏まえ、再発防止に向けた研修を指導者層向け、営業員向けに毎月継続実施している。

加えて、指導者層に対してコンプライアンスやお客さま本位の視点で重要な事項に関し映像教材を配信、視聴を義務付けている。

⚫ 営業員が営業活動前に毎朝実施しているセルフチェック項目にコンプライアンス教育にかかる要素を取り入れ、日常的にコンプライアンスの趣旨やルールに触

れる機会を設けている。

⚫ 契約品質面等で一定のリスクのある営業員を本社にて抽出し、データ提供を行い、現地での募集品質面、定性面からの気づき（予兆・コンプライアンスリスク）を

加味し、支社・機関長にて面談の上、本社フォロー対象者（日常管理）として指定。さらに契約品質面の定量数値において、一定のリスクがある営業員について

は、本社にて指定を推奨する運営も開始した。日常教育からステップアップ対話等の改善指導を実施し、適宜、活動状況をプレ支社ＤＳＲ委員会（※１）、育成会

議（※２）等にて共有化、リスク予兆等を確認している。

（２）教育・研修

＜主な取組み＞
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３．コンプライアンス・リスクに対するコントロールの整備・実施

【プリンシプル】

コンプライアンスにかかる取組みについて営業職員へ真に浸透させるためには、役職員に対する教育・研修が果たす役割も重要である。各社は、コンプライアンス

部門が中心となって自社のリスク等について全社的な視点で把握し、実効性ある教育・研修プログラムの企画・その成果や浸透状況も踏まえた運営を行うとともに、

営業組織もコンプライアンス部門任せにすることなくリスク管理に関する役割を担う組織として主体的な営業職員への落とし込みを実施していくことで、法令等に

とどまらず、「自社の営業職員に求められる行動・期待される行動」を定着させるための仕組みを構築するべきである。

（※１）「コンプライアンスを大前提としたお客さま本位の活動の追求」等のテーマについて、課題共有、改善・解決に向けた議論の場

（※２）営業員の育成課題に関し、支社長等の支社スタッフと機関長が認識共有し、その課題解決に向け対話を行い、育成方針を策定する場



（３）人事・報酬（表彰）制度

＜主な取組み＞

⚫ １線である支社および営業オフィスにおいては、リスクオーナーとしての意識を強く認識した上で、自律的な行動につなげることを目的として、支社長・営業オ

フィスの機関長の年間評価体系において、「コンプライアンス」に関する項目を最優先課題と位置付け、全体評価の中でも配点が最大となるよう設定している。

⚫ １.５線所管部においても部のアセスメント計画の重要ＫＰＩに「コンプライアンス」項目の設定および１線と同様に最大配点・割合を置き、コンプライアンス意識醸

成に努めている。さらに、１.５線のコンプライアンスを主に担う所属員の年間の「個人目標」においても、各人の担当する役割に応じた「コンプライアンス取組」の

目標を設定している。

⚫ 表彰制度に関しては、過剰な演出の廃止等、表彰方法を見直し、運営についても「学び」や「地域・社会とのつながり」をテーマの中心としたプログラムに変更し

ている。具体的には、好取組発表や社外講師による講演を通じて、より多くの知識、多角的な視点を養うなどの学びの機会を多く取り入れた運営としている。
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３．コンプライアンス・リスクに対するコントロールの整備・実施

【プリンシプル】

人事・報酬（表彰）制度は、役職員に期待される行動や避けるべき行動への動機づけを通じて、役職員の行動・判断に大きな影響を及ぼすものである。各社は現行

の制度が職員一人ひとりの顧客本位の行動を促すことに繋がっているか（逆に、どのようなリスクが生じうるか）を十分に検討・考慮し、経営陣の姿勢やあるべき

企業文化、行動規範等と整合的な形で設計・運用するべきである。



⚫ 日常の活動管理として機関長等が営業員に対して日々の訪問・提案活動の状況を帰社報告時等に報告を受けると同時に活動状況の管理・指導を実施している。

⚫ 朝礼参加や帰社対話を義務付けており、日々の活動記録や顧客との折衝内容をデジタル管理できる仕組みを導入している（活動レポート・デジタルバディ（※）

等）

⚫ 上記に加えて、リスクフォーカスの視点からも営業員個々の属性をみた活動管理を行っており、対象の営業員に対しては、会社として貸与しているデバイス上の

アプリを通じて、日々活動結果を報告させている。

⚫ 報告を受けた機関長は入力されたコメントに対してフィードバックを行い、リスク度合いの高い営業員の活動管理強化に日々努めている。さらに毎月の活動結

果データを本社から支社に対して対象営業員ごとの訪問データを提供し、訪問先に偏りがある場合には、機関長は該当お客さまへの訪問理由などを営業員に

確認し、日常の個別活動状況フォロー報告書に記載することで、支社・営業オフィス間での情報共有に努めている。

⚫ 営業員からの退社挨拶のDMに、個人情報の持ち出しが疑われるような内容が確認された場合はコールセンターに連絡いただくよう記載し、お客さま宛てに周

知している。

⚫ 営業員に加えて、カスタマーサクセス部の本社担当者等、複数の担当者による顧客フォローの仕組みを導入し、本社フォローコール等の担当者以外の第三者に

よる牽制を実施している。

（４）営業職員の活動管理

＜主な取組み＞
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３．コンプライアンス・リスクに対するコントロールの整備・実施

【プリンシプル】

営業職員チャネルにおけるコンプライアンス・リスク管理においては、日常的に営業職員に接しその活動内容を実質的に管理する責任を負う者が中心となり、自ら

適切な姿勢を示しつつ、所属する営業職員の活動管理を行うことも重要である。また活動管理においては、各営業職員の属性や活動環境等に応じた管理態勢の構

築も重要である。各社は、リモート環境下での活動機会の増加といった環境変化も踏まえつつ、実効性ある活動管理の仕組みの構築に取り組むべきである。

（※）営業員に伴走して、お客さまとの商談を記録する等、お客さまのニーズを捉えた提案や手続きをサポートするＡＩ



「着眼点」の記載内容（生命保険協会より）

「コンプライアンス・リスクのモニタリング」は、自社におけるリスク評価やコントロールの状況を含む、自社のコンプライアンス・リスク管理態勢の整備・機能状況の

監視を指す。新型コロナウイルス感染症の感染拡大やデジタライゼーションの進展等に伴うリモート環境下での活動機会の増加等、環境の変化によりリスクの状況

や統制策の実効性等も変化しうるものであり、 実効的なコンプライアンス・リスク管理態勢の維持のためには、コントロールを通じて得られる不適正事象の（予兆）

情報も含め、適切なモニタリングの実施が求められる。

⚫ コンプライアンス部門および支社を統括する部門が、支社における営業員管理、不適正行為の予兆管理の状況をモニタリングし、必要に応じて支社への指導・支

援を実施するとともに、会議体を通じ全支社への事例共有・適切な取組みの徹底に向けた指導を実施している。

⚫ 営業員管理の取組みにおいて、2024年度より、金銭関係の異常情報がある営業員、重大な不適正行為を行った営業員など複層化した管理区分を見直し、リス

クの程度に応じた管理の仕組みに整理。これらの営業員が行う手続きに対しコンプライアンス部門が契約者宛の直聴を実施するなど、営業員ベースでの手続き

のモニタリングを複合的に実施している。

⚫ 契約動向にリスクフォーカスした取組みとして、契約者貸付や解約・減額の出金を伴う手続きを分析し、頻度・金額が一定水準を超えている場合等に、確認のた

めにコンプライアンス部門が契約者へ直接コールしている。

⚫ 支社コンプライアンス業務全般について見直しを実施し、営業現場での各種統制策の効果や負荷を定量的・定性的に検証・評価することで、実効性向上を図って

いる。

（１）コンプライアンス・リスクのモニタリング

＜主な取組み＞
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４．コンプライアンス・リスクのモニタリングおよび不適正事象の（予兆）把握時の対応

【プリンシプル】

不適正事象の発生および拡大を防止するためには、不正の要因となる動機や正当化等の状況を把握しうる立場にある営業組織における早期発見・早期対応も重

要である。またコンプライアンス部門は、営業組織の業務およびそこに潜在するリスクに関する理解と、リスク管理の専門的知見とを併せ持ち、早期かつ実効的な

不適正事象の予兆監視により、不正の要因となる動機や正当化に繋がることのないよう努めることが求められる。各社は不正リスクが高い契約にフォーカスする

などリスクベースのアプローチも含め、営業組織・コンプライアンス部門における実効性ある不適正事象の（予兆）把握の仕組みを構築するべきである。



⚫ 金銭不適正行為の疑いの申出があった際には、関係者へのヒアリングや三者面談等の事実確認を待たず、即時に申出内容やレピュテーションリスクなどに応じ

てレベル区分を行い、リスクが高い事案は発生の都度、経営層に迅速に報告するフローを構築し、運営している。

⚫ 各所属の長を法令等遵守責任者に任命し、各所属における不適正事象等の発生・予兆に対して「初動対応ルール」に基づいた対応を指示している。

⚫ 不適正事象の伏在調査の実効性向上の観点から、伏在調査のためにお客さまに通知を行う際、不適正事象の調査を行っていることがお客さまにより理解いた

だけるよう、通知文書に保険契約に関する不適正行為事例を記載している。

⚫ 原因分析結果、再発防止策は発生部署から本社関係部署に報告され、事例を一般・抽象化した上で、全社を対象とした研修教材の作成や、必要に応じて行動規

範をはじめとしたルールの見直しを行う等、再発防止の実効性を高めるためのＰＤＣＡサイクルを回している。

⚫ お客さまの声を起点として、プリンシプルベースでのコンダクトリスクの検知に取組み、検知したリスクについては必要に応じてコンダクトリスク管理事務局に連

携し、対応策の検討等を実施している。

（２）不適正事象の（予兆）把握時の対応

＜主な取組み＞
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４．コンプライアンス・リスクのモニタリングおよび不適正事象の（予兆）把握時の対応

【プリンシプル】

不適正事象（懸念を含む）を把握した場合、不適正事象の更なる拡大を防止するためには、営業組織が速やかにコンプライアンス部門とも連携しつつ適切な対応を

実施することも重要である。またコンプライアンス部門においては、適切な事実確認にもとづき事象が発生した根本原因を分析・解明し、同様の事象が他組織でも

発生していないかの伏在調査、再び同様の事象を発生させないための再発防止策を講じることで、コンプライアンス・リスク管理にかかるＰＤＣＡを機能させること

が求められる。各社はこうした観点から不適正事象（懸念を含む）を把握した場合の対応の高度化を図るべきである。



「着眼点」の記載内容（生命保険協会より）

ここでいう「コミュニケーション」とは、必要な情報が適時適切に、社内外の関係者に伝達さ れるための管理態勢および日常業務における取組みを指す。社内環

境等の要因によるコミュニケ ーションの不足は、不適正事象の抑止・発見の阻害要因ともなり得ることから、社内・社外（お客さまや各種ステークホルダー等）との

適切なコミュニケーションが行われる環境や態勢を構築することが求められる。

⚫ 当社のコンプライアンス取組体制やルールの趣旨・背景・内容などについて、営業員一人ひとりが趣旨を理解し運営できるよう支社・オフィスＤＳＲ委員会等の各

種会議や通達・研修等を通じた周知・徹底により、各自のコンプライアンス意識の醸成を図っている。

⚫ 営業組織内の内勤職員と営業員とのコミュニケーションの中で確認された不適正事象やその予兆についても、当該内勤職員が速やかに管理者や上位組織に報

告すべく初動対応ルールを明確化しており、各種コンプライアンス研修等で繰り返し周知・徹底している。

⚫ お客さま満足向上に向けた取組みの検討・改善に活かすべく、日々お客さまと接している支社・営業オフィスの社員からの意見（＝社員の声）を定期的に集約し、

自所属で解決できない課題は本社に連携し、本社が運営検討に活かすことで、本社・支社・営業オフィスが一体となってお客さま本位の活動の定着を図ってい

る。

（１）社内におけるコミュニケーション

＜主な取組み＞

①営業組織内のコミュニケーション
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５．コミュニケーション

【プリンシプル】

営業組織において円滑なコミュニケーションがなされる環境を整えることは、営業職員の言動に不適正事象の要因となる動機や正当化に繋がるものがないか、と

いった不適正事象の抑止・発見の観点からも重要である。各社は、その企業風土として、営業組織の管理者と営業職員、あるいは営業職員同士の間で、悩みや不満

から不適正事象の予兆となる情報まで、風通しよく報告・相談がなされるような環境や態勢の構築に取り組むべきである。



②全社的なコミュニケーション

⚫ 2025年刷新したグループ名称の趣旨やパーパス、バリューズの理解浸透を図るべく、タウンホールミーティングなどの諸施策を実施するとともに、日々の研

修等の中でも理念・行動規範に基づいた行動を取りうるよう教育を行っている。

⚫ 経営層と社員とのコミュニケーション活性化を狙い、タウンホールミーティングを毎年開催している。経営層と直接意見交換することで各種施策の意図・背景な

どの理解促進につながるとともに、経営層にとっても様々な職層の社員の声を直接聴取できる機会として有効活用している。

⚫ 社員との意見交換などを通じて集約した社員の声について、本社部門で全体を集約し、社員に対して定期的にフィードバックすることで社員が継続して声をあ

げられる体制も整備している。今年度も10月に代表的な意見とそれに関する会社としての考え方や対応事項などを経営からのメッセージとしてフィードバック

を行った。

⚫ 部門や組織間のコミュニケーション不全を解消する一つの手段として今年度で３年目となる社長と所属長による意見交換会を引き続き実施し、所属間のコミュ

ニケーションの活性化を展開。さらに今年度は社内トレーニーを実施し受入所属59所属、応募者400名規模で組織・社員間の相互理解を図っている。
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５．コミュニケーション

【プリンシプル】

全社において風通しのよいコミュニケーション環境を構築するためには、営業組織ごとにばらつきが生じることのないよう、各営業組織のコミュニケーションに関

する状況を適切に把握し、全社的に適切な環境が醸成されるよう取り組むことも重要である。また、コンプライアンス・リスク管理の取組みはコンプライアンス部門

のみで完結するものではなく、各種取組みの意図の浸透や状況の報告が関係部門間において適時適切になされる仕組み・環境の構築も重要である。各社はこうし

た背景も踏まえつつ、全社的（部門・職層横断的）に適切なコミュニケーションがなされるように取り組むべきである。

＜主な取組み＞



⚫ 当社で発生した不適正事象や再発防止策、相談窓口を当社ホームページ（※１）で公表している。

⚫ 契約者あてに年1回送付する「生涯設計レポート」（※２）に、不適正事案の例を掲載して注意喚起を促すとともに、専用フリーダイヤルの番号を掲載している。

⚫ 高齢契約者による一定金額以上の出金を伴う手続き時に、契約関係者に指定されている家族あてに手続実施の通知を郵送している。また、高齢契約者の契約

関係者あてに定期的に保険加入のお知らせを郵送している。

⚫ お客さまからの声を受け付ける手段として、コンタクトセンターへの電話に加えて、チャットや新契約・保全等の接点ごとのお客さまアンケートといった複数の方

法を準備し、お客さまの意向に応じて連絡手段を選択できる体制としている。

（２）社外とのコミュニケーション

＜主な取組み＞
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５．コミュニケーション

【プリンシプル】

コンプライアンス・リスクは、生命保険会社の内部統制でコントロールしていくべきものであるが、不適正事象やその予兆はお客さまからの照会や苦情により判明

することもあることから、お客さまの利便性向上に加え不適正事象の発見および抑止の観点でも、お客さまが生命保険会社に照会や相談をしやすい仕組みを整備

することは重要である。各社は、お客さまからの照会・相談の窓口や、自社の情報を広く対外に開示し、それらに対して寄せられた声に適切に対応する等、お客さま

や各種ステークホルダーとの適切なコミュニケーションがなされるよう取り組むべきである。

（※１）https://www.dai-ichi-life.co.jp/invite_policy.html

（※２）https://www.dai-ichi-life.co.jp/contractor/notice/report.html

https://www.dai-ichi-life.co.jp/invite_policy.html
https://www.dai-ichi-life.co.jp/contractor/notice/report.html


⚫ 法令違反などのコンプライアンスに係わる事項について、役員・従業員（１年以内の退職者を含む）等が直接、匿名で通報・相談できる内部通報窓口を、コンプラ

イアンス部門に設置するとともに、経営から独立した社外窓口（社外弁護士事務所）も設置し、案件の重大性に応じて取締役会、社長、経営会議、監査役会に報

告する態勢を整備している。

⚫ 公益通報者保護法を踏まえ、社内規定（内部通報規程）を改正し、正当な通報・相談者が、通報・相談したことを理由として不利益な取扱を受けることのないよう、

プライバシーの確保を含めた通報者保護の徹底と体制整備を強化している。

⚫ 内部通報制度の周知として、コンプライアンス研修や経営層メッセージ発信、営業職向けのお知らせを定期的に実施するとともに、アンケートを通じて制度認知

度等の把握を行っている。

（３）内部通報制度

＜主な取組み＞
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５．コミュニケーション

【プリンシプル】

内部通報制度は、不適正事象の（予兆）把握の観点からも重要な制度である。こうした予兆の把握に向けては、前提として社内における適切なコミュニケーションが

行われることが求められるが、コミュニケーション環境に問題が生じている場合等において、本制度が果たす役割も重要である。各社は形式的な制度の整備にとど

まらず、制度について周知するとともに、通報者への不利益取扱いや通報者にかかる情報漏洩等の通報者の懸念を払しょくする等、その制度が有効に機能し活用

されるよう取り組むべきである。



「着眼点」の記載内容（生命保険協会より）

「監査」部門は、三線管理態勢において、営業組織等の業務部門（１線）・コンプライアンス部門（２線）のコンプライアンス・リスクに関する態勢や取組みが適正かつ

有効に構築・実施されているかの検証を行い、改善につなげる役割を担っている。営業職員チャネルのコンプライアンス・リスク管理態勢が実効的に整備されるに

あたり、監査部門が営業職員チャネルの特性や自社を取り巻く環境等を理解し、役割を発揮していくことも求められる。

⚫ 内部監査の国際基準に基づき独立性等を確保した運営を実施している。

⚫ 内部監査結果並びに指摘事項に対する改善取組状況のフォローについては取締役会・監査役会・経営会議に報告し、社内外知見から受ける指摘等も踏まえつつ

監査業務に取組んでいる。

⚫ 内部監査視点の検討等に資する各種会議体参加や資料徴求等による確認に加え、定期的に監査計画の期中変更要否の検討も実施している。

⚫ 営業職員チャネルの管理に関する監査や企業文化・風土に関する監査では、本社統制部門の諸取組・管理等の統制機能発揮状況を確認・検証するよう取組んで

いる。

⚫ 支社機構に対する監査では、統制機能が実効性を持ち、ＰＤＣＡが回るように取組まれているか（当社ではＤＳＲ経営と呼称し運営を推進）等の視点を評価項目

に入れ込むなど、順次監査機能の向上・高度化に取組んでいる。

⚫ 監査対象組織に対して、監査上で確認された事項等を踏まえ積極的な改善・機能向上に資する提言を行うとともに、指摘事項に対する改善完了までの管理状

況を経営層報告を継続することにより、エスカレーション機能と改善推進機能の両面を発揮することで、会社の適切な業務運営に資する監査となるよう取組を

継続している。

＜主な取組み＞
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６．監査

【プリンシプル】

内部監査が有効に機能するためには、十分な人材を質および量の両面において確保するだけでなく、外部の豊富な知見を有する社外取締役等との間で制度的な

特徴を活かしながら適切に連携する、ビジネスモデルや経営戦略にもとづくフォワードルッキングな視点でのリスクアセスメントを実施し、これを踏まえた監査を実

施する等、改善および高度化に向けた創意工夫を継続していくことが重要であり、これは営業職員チャネルに対する監査においても同様である。各社はこれまでに

述べた営業組織・コンプライアンス部門の取組みに対して、実効性ある内部監査を実施する態勢の構築に取り組むべきである。
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